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はじめに 

 
1  昨年 7 月、当審議会は、「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たす

べき役割」（平成 16 年 諮問第 8 号）について、第 1 次中間答申をまとめた。その中で、以下の

2 点を基本的な視点として、地上デジタル放送の全国普及を推進するため、今後期待されるサ

ービスの具体像を可能な限り提示した上、その普及推進策等について、政府に対して提言した

ところである。 

① 地上放送のデジタル化の推進には、デジタル放送の特徴を生かしたサービスの普及による

需要の牽引、その先導役として公共分野における利活用の推進が重要。 

② デジタル放送ネットワークの整備は民間主導で実施することが原則。その原則の下で、

2011 年のデジタル全面移行の実現に向け、これを加速・推進するため、政府は、デジタル技

術の成果を取り入れた投資の効率化などあらゆる手段を検討し、可能なものから実施するこ

とが必要。 

 

2  第 1 次中間答申以降、各地域において相次いでいるデジタル放送局の開局や、デジタル受

信機の出荷台数の増加に見られるとおり、地上デジタル放送の進捗は、現在のところ比較的順

調であると考えられる。一方、地上デジタル放送に対する地方公共団体の関心の急速な高まり

や、視聴者の立場に立った新たな問題提起、デジタルならではの特徴である、いわゆる 「通

信・放送融合」に向けた放送事業者による意欲的な取組など、様々な状況の変化も見られる。 

 

3  第 2 次中間答申に向けた検討を行うに当たり、1 に示した 2 つの視点について、基本的に変

更はない。 

しかしながら、①2011 年 7 月のアナログ停波まで約 6 年となり、円滑な全面移行に向けた所

要の施策を、更に加速・推進する必要性が高まっていること、②あらゆる手段を通じてアナログ

時の放送エリアをカバーすることやデジタル放送のコンテンツ保護に関するルールの運用改善

など、利用者の立場に立った要請が一層高まっていること、③ ②の要請に応える上で、デジタ

ルならではの特徴である、いわゆる「通信・放送融合」の成果の活用が特に重要と考えられるこ

と、等を勘案した上で、「2011 年の円滑なデジタル全面移行の実現」に向けた具体策、特に「通

信・放送融合」の積極的活用の在り方については、重点を置いて検討を行った。 

 

4  以下、本中間答申においては、特に、昨年の中間答申以降の進捗状況に着目して、地上デ

ジタル放送をめぐる状況を概観（第1部）した後、前回の中間答申でも提言した公共分野におけ

る地上デジタル放送の利活用の推進方策について、データ放送など現在提供されている「基本

的なサービス」と、「携帯端末向け」サービス・サーバー型放送など今後提供される「高度なサー

ビス」に分けて検討した。実際の導入に取り組む地方公共団体の意見等も踏まえ、サービスの

具体像については、今後地上デジタル放送の活用を検討する地方公共団体の立場に立って、

前回の中間答申より、更に明確化を図った（第 2 部）。以上の後、今回重点を置いた「2011 年の

円滑なデジタル全面移行の実現」に向けた具体策について、可能な限り年次目標を定めつ

つ、提言を行った（第 3 部）。 
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第１部 地上デジタル放送をめぐる状況 

Ⅰ 地上デジタル放送の進捗状況 

放送開始から約 1 年半が経過した現在、視聴可能エリアの円滑な拡大やアナログ周波数

変更対策が順調に進捗するとともに、地上デジタル放送受信機の出荷台数の増加や価格の

低廉化など、2006 年までの全国展開及び 2011 年までのデジタル放送への完全移行に向け、

地上デジタル放送の普及は、現在、着実に進んでいると考えられる。 

１ サービスエリア拡大の動き 

(1) アナログ周波数変更の状況 

地上アナログ放送を地上デジタル放送に移行するためには、テレビ用周波数が逼迫し地上デ

ジタル放送用の周波数が不足することから、現在使用している地上アナログ放送の周波数割当を

変更する必要がある。昨年 5 月には、受信対策センターの開設がすべて完了し、全国的な対策体

制が整備され、本年 6 月末までに 272 万世帯（全体の約 64％）の対策が終了しており、計画に沿

って順調に進んでいるところである。 

なお、アナログ周波数変更対策は、全国で 2007 年度頃を目処に終了する予定である。 

(2) 三大広域圏以外の地域における状況 

三大広域圏以外の地域においては、2006 年末までに地上デジタル放送を開始する予定となっ

ているが、全国における放送開始時期を明らかにする観点から、昨年 12 月に全国の県庁所在地

（親局）での放送開始の具体的な目標時期を取りまとめ、「地上デジタルテレビジョン放送開局ロ

ードマップ（県庁所在地）」を公表したところである。 

本年 6 月までに 16 都府県において地上デジタル放送が開始されており、他の地域において

も、順次、放送開始に向け、図表 1 のとおり免許処理がなされている状況にある。 

図表 1 今後の放送開始に係る免許処理状況 

開局予定 申請者(放送対象地域) 状況 

17 年 11 月 テレビ静岡、静岡朝日テレビ、静岡第一テレビ（静岡県） 16 年 11 月

予備免許

17 年 12 月 ＮＨＫ（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県） 

山形放送、テレビユー山形（山形県）、とちぎテレビ（栃木県） 

東北放送、仙台放送、宮城テレビ放送（宮城県）テレビ埼玉（埼玉県） 

18 年 4 月 ＮＨＫ（山梨県、新潟県、長野県、福岡県、沖縄県) 

千葉テレビ放送（千葉県） 新潟放送、新潟総合テレビ（新潟県） 

18 年 5 月 ＮＨＫ（福井県）、福井放送、福井テレビジョン放送（福井県） 

18 年 6 月 ＮＨＫ（北海道）、北海道放送、札幌テレビ放送、北海道テレビ放送、北海道文化放

送、テレビ北海道（北海道）、秋田放送（秋田県）、福島テレビ、福島中央テレビ、福島

放送、テレビユー福島（福島県） 

18 年 7 月 青森放送、青森テレビ、青森朝日放送（青森県） 

東日本放送（宮城県）、山梨放送、テレビ山梨（山梨県） 

18 年 9 月 群馬テレビ（群馬県） 

18 年 10 月 テレビ新潟放送網、新潟テレビ二十一（新潟県）、信越放送、長野朝日放送（長野

県）、四国放送（徳島県）、南海放送、テレビ愛媛、あいテレビ、愛媛朝日テレビ（愛媛

県） 

 

 

 

 

 

 

17 年 6 月

予備免許
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(3)  ケーブルテレビによる受信の拡大 

本年 3 月末現在、自主放送を行う許可施設のケーブルテレビ加入世帯数は、1,788 万世帯（総

務省調べ）となっており、地上デジタル放送のサービスエリアの拡大に向けては、ケーブルテレビ

が果たす役割も大きい。実際、ケーブルテレビによる地上デジタル放送受信世帯数は、着実に進

展している。 

図表 2 受信可能世帯数 

 放送開始（前） 

時点 

第 1 次 

中間答申時点 
現在 今後の予定 

ケーブル 

テレビ受信 

可能世帯数 

約 700 万世帯 
（当初目標 

200 万世帯） 

約 860 万世帯 
（2004 年 6 月末 

現在） 

約 1,060 万世帯 
（2005 年 3 月末 

現在） 

 

2006 年ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ時点 

→ 1,200 万世帯 

 

2008 年北京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ時点

→ 1,750 万世帯 

直接受信 

可能世帯数 

 

約 1,200 万世帯 

 

 

約 1,200 万世帯

 

 

約 2,040 万世帯
（2004 年 6 月 1 日 

現在） 

 

2005 年末 

→ 約 2,300 万世帯 

（社団法人日本ケーブルテレビ連盟資料より作成） 

２ 地上デジタル放送対応受信機の動向 

(1) 地上デジタル放送受信機の出荷台数 

地上デジタル放送受信機の出荷台数は、地上デジタル放送開始時点において 31.1 万台であ

ったが、約 1 年半が経過する本年 5 月末の時点では 504 万台まで普及しており、好調に伸展して

いる。 

地上デジタル放送受信機の出荷台数の推移は、図表 3 のとおりであり、液晶テレビの出荷台数

が占める割合が大きく、引き続き、薄型テレビの堅調な出荷により受信機の普及が進むものと期待

される。 

図表 3 地上デジタル放送受信機の出荷台数 

（単位：千台）    

 2003 年 11 月末 2004 年 6 月末 2005 年 6 月末

地上デジタルテレビ合計 289 988 3,147

   地上デジタル CRT テレビ 

   地上デジタル PDP テレビ 

   地上デジタル液晶テレビ 

122

56

112

337 

199 

452 

646

537

1,964

デジタルレコーダ － － 238

地上デジタルチューナ（アダプタ含む） 22 80 138

地上デジタル放送対応ケーブルテレビ STB － － 1,513

地上デジタル放送受信機合計 311 1,068 3,523

（社団法人電子情報技術産業協会及び日本ケーブルラボ資料による） 
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(2) 地上デジタル放送受信機の価格状況 

地上デジタル放送受信機の価格状況は、機種によりばらつきはあるものの、放送開始前の時点

と比較すると、本年 6 月第 5 週の時点で約 25～49％（放送開始前の時点と昨年 7 月第 2 週の時

点では約 10～27％）の値下がりが見られ、着実な低廉化が進んでいる。 

図表 4 地上デジタル放送受信機の価格状況 

液晶 37 型 
約 76.0 万円 

（2003 年 9 月第 1 週） 
→

約 55.0 万円 
（2004 年 7 月第 2 週）

→
約 38.8 万円 

（2005 年 6 月第 5 週） 

プラズマ 42 型 
約 68.6 万円 

（2003 年 10 月第 3 週） 
→

約 57.1 万円 
（2004 年 7 月第 2 週）

→
約 49.8 万円 

（2005 年 6 月第 5 週） 

ブラウン管 32 型 
約 19.7 万円 

（2003 年 9 月第 1 週） 
→

約 17.9 万円 
（2004 年 7 月第 2 週）

→
約 14.8 万円 

（2005 年 6 月第 5 週） 

(3) 地上デジタル放送受信機の多様化 

地上デジタル放送の開始当初においては、地上・BS・CS の 3 波共用対応のチューナーが内蔵

されたテレビで、かつ、32 型、42 型といった比較的大型の機種を中心に、販売が展開されていた

と考えられる。 

今後は、地上デジタル放送に対する国民視聴者の認知向上を背景として、より低価格かつ地

上デジタル放送のみ視聴可能な受信機や、家庭に複数台あるテレビの買い替えのため、より小型

の受信機の販売が求められるといった消費者ニーズが顕在化することが想定される。 

受信機メーカーも、このようなニーズを視野に入れ、昨年 10 月以降、順次、各メーカーが 10 イ

ンチ台のデジタル受信機の販売を開始している。また、地上デジタル放送専用受信機について

は、本年秋を目処に販売が開始される見込みとなっている。 

３ 地上デジタル放送の普及状況等 

本年 3 月に総務省が実施した浸透度調査により、地上デジタル放送の世帯普及率が 8.5%とな

っていることが初めて明らかとなった。 

またデジタル放送に関する視聴者の認知度については、地上デジタル放送自体については

78.4%の人が、アナログ放送の停波については 66.4%の人が「知っている」との回答であり、受信機

の購入動機を見ると、20%の人が「現在のアナログ放送終了を見越して」と回答しているなど、一定

の認知は進んでいると考えられる。 

一方、「2011 年に停波する」ことを認知していた人は 9.2％という状況にあり、引き続き、国民視

聴者に対する適切な情報提供を行っていくことが今後の課題と考えられる。 

図表 5 受信機の購入動機 
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Ⅱ 地方公共団体の動向 

 

地上デジタル放送の全国普及を推進する上で、地方公共団体との連携、協力が不可欠である

ことは、第１次中間答申においても指摘したところであるが、最近、地方公共団体においても、地

上デジタル放送に対する関心の高まりが見られるようになっている。具体的な動きとしては、以下

のようなものがある。 

 

(1) 2003 年 2 月に、高知県及び岩手県が中心となり、28 道県（現在は 32 道府県）が、「地上デ

ジタル放送普及対策検討会」を発足させており、地上放送のデジタル化に関する課題の検討

や、放送事業者、総務省等関係機関への働きかけや要望等積極的な取組を行っている。同

検討会は、本年 6 月、「中継局の全体的な整備計画を早期に作成し、本年末の公表を目指し

て全力で努力すること」等を求める旨の提言を行った。 

 

 

（参考）     「地上デジタル放送の活用と普及に向けた提言」<抜粋> 

（2005 年６月１４日 地上デジタル放送普及対策検討会）

(2) 国の対応について 

(a) 地上デジタル放送への完全移行について、放送事業者が自らの責務を十分に自覚

し、早期に現行アナログ放送の視聴エリアをカバーする 2011 年までの全体的な整備計画

を作成し公表した上で、中継局の整備を基本に代替手段も活用しながら計画実現に向け

て全力で取り組むよう、必要な指導を行うこと。また、基本手段である中継局のカバーエリ

アが縮小する計画を示した放送事業者に対しては、中継局の整備コストや財務状況などそ

の妥当性を客観的に判断しうる情報の公開を求めるとともに、国の責任において十分に精

査すること。 

 

 

(2) 既に、平成 14 年度には豊中市、平成 15 年度から平成 16 年度には岐阜県・岐阜市におい

て、それぞれの地方公共団体の協力を得て、電子自治体サービスにおけるデジタル放送の

利活用の在り方に関する実証実験が行われたことは、第１次中間答申においても紹介したと

おりである。 

    以上に加え、単独の地方公共団体において、あるいは複数の地方公共団体の協力の下

に、公共サービスにおける地上デジタル放送の活用を模索する取組も始まっている。例え

ば、防災情報の提供に地上デジタル放送の活用可能性を検討する実証実験(三重県)や、複

数の地方公共団体と放送事業者が連携して、データ放送上に、当該地域で開催されている

イベントに関する情報提供を行っている例（愛知県瀬戸市等）が挙げられる。 
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(参考) 

＜三重県の例＞ 
本年 3 月、三重県において、三重テレビ放送、ＫＤＤＩとウェザーニューズ、三重県情報通信

基盤整備協会が協力し、ウェザーニューズが開発したピクトグラムを活用して、気象庁の緊急
地震速報を防災放送用に編集し、三重テレビが提供する地上デジタルテレビ放送（１セグメン
ト放送）電波により、ＫＤＤＩが開発した地上デジタルテレビ受信携帯電話に受信させる試験を
実施。 

＜瀬戸市等の例＞ 
愛知県自治体地域情報プラットフォーム研究会（名古屋市など 15 市町参加、400 万人・180

万世帯、事務局：瀬戸市）は、在名 6 放送局（ＮＨＫ及び民放 5 社）が共通インターフェースと
して策定したデータ放送用共通 XML フォーマット TVCML（Television Common extensible 

Markup Language）を活用し、「地域イベント情報」や災害時の「緊急災害情報」を提供。 

 

(3) また、地方公共団体によっては、地域情報化の推進等における、地上デジタル放送の潜在

的な可能性に着目して、いわゆる「ふるさと融資」を通じた、地上デジタル放送の設備投資に

対する支援を検討する例も見られる。平成 16 年度には、「地上デジタル放送施設整備事業」

として、3 事業者に対する融資が採択されたところである。 

（参考） ふるさと無利子融資 
地上デジタル放送の設備投資をより円滑に進める環境整備の一環として、従来から、高度

テレビジョン放送施設整備促進臨時措置法に基づき、税制及び金融上の支援措置が講じられ
てきたところであるが、これらに加え、2004 年 7 月から、借り入れ総額の 20％以内について無
利子融資を受けることが可能となる「地域総合整備資金貸付制度（ふるさと融資制度）」の利用
の推奨が開始された。 

 

III 「通信・放送融合」に向けた放送事業者の取組 

 

後述するとおり、通信・放送技術が急速に進展する中にあって、「通信・放送融合」は当然の流

れであり、端末、コンテンツなど様々な側面で、既に、放送事業者による積極的な対応が見られる

ところである。 

 

(1)  昨今、デジタル化のメリットを生かし、同一の放送コンテンツを、放送とインターネットの双方

で共用する、いわゆる「コンテンツ融合」に向けた取り組みが進んでいると考えられる。本年７月

には、既に複数の放送事業者によって、有料での放送番組のインターネット配信が開始された

等の報道が続いている。 
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（参考） 

＜ＮＨＫの例＞ 

 昨年 7 月から 1 年間、放送済み番組のうち著作権者等の許諾が得られた番組を複数のブロ

ードバンド事業者の VOD サービス商用実験向けに提供。本年 7 月以降も当面、権利者の許

諾が得られた情報番組、ドキュメンタリー、家庭向け講座番組などを提供している。今後は、視

聴者のニーズの高いドラマ等の娯楽番組も対象を広げて提供本数を増補していく意向。 

 

＜日本テレビの例＞ 

本年 10 月目処に、インターネットを通じた会員制の有料番組配信サービス「第２日本テレ

ビ」（仮称）を開始すると発表。過去の番組のうち著作権等の処理が済んだバラエティ番組やド

キュメント番組等を、１番組当たり 3～15 分程度に編集し、パソコンや携帯電話など向けにオン

デマンド配信する。 

 

＜ＴＢＳの例＞ 

レンタルビデオ店「TSUTAYA」を展開する CCC（カルチュア・コンビニエンス・クラブ）と提携し、

DVD ソフトの市場拡大に対応する映像ソフト事業の強化及びモバイルやインターネットを利用

したコンテンツ事業の拡大を目的として、共同で会社を設立することを発表。 

 

＜フジテレビの例＞ 

 テレビ番組を有料でオンデマンド配信する「フジテレビ On Demand」を本年７月から開始す

ると発表。配信は提携ISPを通じて行われ、パソコンやセットトップボックス（STB）向けに番組が

提供される。Yahoo！BB や OCN、BIGLOBE など複数のプロバイダと提携し、当初は 1 番組

210～525 円で配信する。 

 

 

(2) 第 1 次中間答申でも指摘したとおり、「携帯端末向け」サービスや、サーバー型放送など、

地上デジタル放送ならではの高度なサービスは、端末上における「通信・放送融合」サービス

の実現を前提としていると考えられ、現在、放送サービスの開始や端末の製品化等に向けた

取組が着実に進められている。 

 

 

① 「携帯端末向け」サービスについては、2005 年第 4 四半期には、放送事業者が試験的な

放送を開始し、メーカー及びキャリアにおいてはその放送波を受けて実験を行い、2006 年

春には、「携帯端末向け」サービスに対応した端末が発売されることが想定されている。現

在は、2006年3～4月を目途に、東名阪及び可能な地域で同一時期にサービスを開始する

方向で調整が進んでいる。 

② 放送、通信ネットワークからのコンテンツをいったん蓄積し、利用者ニーズに応じた多様な

視聴形態を可能とする「サーバー型放送」については、現在、「サーバー型放送運用規定

作成プロジェクト（サーバーP）」において標準化作業が進められており、「デジタル放送推

進のための行動計画（第 5 次）」(2004 年 12 月 地上デジタル推進全国会議)によれば、

2006 年度までに実用化される見込みである。   
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第２部  公共分野における利活用の推進 

第１章 データ放送など基本的なサービスの利活用 

 

2003 年 12 月から開始された地上デジタル放送を活用し、簡易なインターフェースを持つデジタ

ル放送端末を活用した電子自治体サービス提供については、既に複数の地方公共団体による先

進的、先導的な実証実験が開始されている。 

Ⅰ 先導的な実証実験の概要 
 

１ 岐阜県岐阜市における実証実験 
地上デジタル放送を活用した地方公共団体の行政サービス提供の実現に向け、2004 年 2 月 1

日から同年 3 月 14 日までの間、岐阜県岐阜市において地上デジタル放送の持つデータ放送や

双方向機能を活用した行政サービス提供システムの有用性、システムを通じて提供されるサービ

スに係る検証を行うことを目的として、151 のモニタ世帯を対象に実証実験（以下「2004 年岐阜市

実証」という。）が実施された。 

本実験においては、①地方公共団体がインターネットを通じて提供している行政情報等地方公

共団体の提供ニーズや住民の利用ニーズの高い行政情報等について地上デジタル放送を通じ

て片方向に送信する「行政情報提供サービス」、②情報量の多い行政情報等については地上デ

ジタル放送や通信回線を通じてポータル画面を送出しモニタ世帯の要求に応じてより詳細な情報

を配信する「詳細情報提供サービス」及び③地方公共団体の公共施設情報等について、地上デ

ジタル放送や通信回線を通じてモニタ世帯に配信し、公共施設の利用等を希望する住民が受信

端末から ID／パスワード等を利用して予約等を行う「施設予約等サービス」等の提供が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図表 6 岐阜市における実証実験（新着情報及びメニュー画面） 

 

２ 岐阜県、岐阜市、各務原市による複数の地方公共団体による共同実証実験 
2004 年岐阜市実証の成果を踏まえ、デジタルテレビを活用した行政サービス提供の実現を図

るため、2005 年 2 月 11 日から同年 3 月 13 日までの間、岐阜県、岐阜市、各務原市において、地

上デジタル放送を活用した行政情報サービスの範囲の拡大と既存システムとの連携や共同運用・

共同利用を行うための検証等、システムやサービス面等からの地方公共団体の行政サービス提

供における地上デジタル放送の活用の実現を目的として、156 のモニタ世帯を対象に実証実験

（以下「2005 年岐阜県実証」という。）が実施された。 
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本実験においては、①2004 年岐阜市実証から得られたサービス実現に向けた課題である住民

ニーズに応じたサービスに関する幅広い検証、アクセシビリティ向上方策の検証及び既存資産の

有効活用方策の検証、②居住区域を越えた広域行政サービスの住民ニーズの検証や郵便番号

等による自動選択受信機能等を活用した行政サービス提供方策の検証等、複数の地方公共団

体による広域行政サービスの提供を行う場合のサービスの内容や方法等の検証、③複数の地方

公共団体がそれぞれの行政情報等を更新し、共同でのシステム運用、共同でのシステム利用の

ためのデータ形式の共通化、共通の入力用テンプレートの制作による共同利用・共同運用に関す

る有効性の検証及び④デジタルテレビのリモコン操作による公的個人認証サービスを必要とする

申請・届出等のサービスについて、システムやサービスの利便性、有用性等の検証が実施され

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7 岐阜県、岐阜市、各務原市における共同実証実験（飛騨・美濃の国ぎふ、各務原市情報画面） 

 
また、2005 年岐阜県実証では、地方公共団体と放送事業者等が連携するために必要最小限と

想定される 2004 年岐阜市実証における設備をもとに、地方公共団体が放送事業者等へ情報提

供する際に想定される様々な運用形態において、運用の軽量化効果が期待できると想定されるシ

ステムを構築し、その実現性、有用性等の評価、検証がなされている。 

 
図表 8 岐阜県、岐阜市、各務原市における実証実験の構成概要 
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Ⅱ 実証実験の成果 

１ 住民サービス向上への有効性 

(1) 地上デジタル放送を活用した行政サービスに対する住民の期待 

 

2004 年岐阜市実証、2005 年岐阜県実証における実証実験の結果について見ると、2004 年岐

阜市実証では約 76％、2005 年岐阜県実証では約 84％のモニタ世帯が実証実験時点でインター

ネットを利用している状況であったが、実証実験後の地上デジタル放送を活用した行政サービス

提供に関する継続的なサービスを望む世帯は、2004 年岐阜市実証においては約 91％、2005 年

岐阜県実証においては約 89％の世帯という結果を得ており、地上デジタル放送を活用した行政

サービス提供に対する期待、評価が高いという結果が導出されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 〔2004 年岐阜市実証〕            〔2005 年岐阜県実証〕 

 

図表 9 アンケート結果例 1（地上デジタル放送を活用した行政サービス継続要望） 

 

また、2005 年岐阜県実証においては行政サービス提供において幅広い双方向サービスを取り

入れ、また在住の市町村だけでなく、より広域の情報を複数の地方公共団体から共同で配信する

ことに対する住民のニーズについて検証がなされている。その結果、双方向型のサービスに対す

る期待が約 67％、広域の情報提供サービスに対する期待が約 75％と、デジタル放送端末への幅

広いサービス提供に対する住民の期待がうかがえる結果を得ている。 

 

 

 
 

図表 10 アンケート結果例 2（双方向サービスへの期待） 

(N=132)

28%

27%

40%

5%

文字情報だけであっても更新頻度の高い情報をテレビ
で閲覧したい

限定した情報だけでなく可能な範囲の様々な情報を閲
覧したい

一方的な情報の閲覧だけでなく申込のような双方向
サービスが必要

どちらでもない

（N=146）

25%

66%

0%

8% 1%

(N=139)

3%8%

12%

50%

27%
このまま継続して欲しい

内容を充実して提供して欲しい

対象自治体を拡大して提供して欲
しい
どちらでもよい

特に継続する必要はない



 

 11

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 11 アンケート結果例 3（広域の情報提供サービスへの期待） 

 
(2) デジタルディバイドの是正に対する効果 

2004 年岐阜市実証、2005 年岐阜県実証ともに、デジタルテレビの特性である身近な情報端

末、起動時間の短さに対する利便性、情報へアクセスするまでの迅速性に対する評価が報告され

ており、また簡易なインターフェースであるリモコンを用いた行政サービスの閲覧、利用に関し、そ

れぞれ約 88％、約 80％の世帯から、「有用である」との評価が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 〔2004 年岐阜市実証〕            〔2005 年岐阜県実証〕 

 

 
図表 12 アンケート結果例４（リモコンを用いた行政サービスの有用性） 

 

 
これらの実証実験結果から、デジタル放送端末に対する電子自治体サービスの提供は住民の

期待が高く、デジタルディバイドの解消に対する一定の効果があることが確認されており、住民サ

ービスの向上に有効であるという結果が得られているといえる。 

 

 

 

 

 

(N=140)

21%

54%

19%

6%

是非、他の自治体のサービスも利用したい

どちらかと言えば、他の自治体のサービスも
利用できれば便利と思う

在住自治体のサービスしか利用しないので、
在住の自治体サービスのみでよい

よくわからない

(N=139)

9%

11%

20%
60%

リモコンの矢印キーだけでメニューを選択し、行政サー
ビス情報を閲覧するだけでも利用できることは有用で
ある

IDやパスワードのような英数字レベルの文字入力で利
用可能な行政サービスが利用できれば有用である

住所、氏名のようなひらがな、漢字入力を伴う行政
サービスについても携帯電話の操作のようにリモコン
を操作し利用できれば有用である

すべての点において使いにくい
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２ 地方公共団体における業務の効率化 

 
2004 年岐阜市実証において、地上デジタル放送を活用した行政サービス提供の課題として、

デジタル放送端末に対し新たに情報を発信するための地方公共団体におけるコスト負担、運用負

担の懸念が報告されていた。これを受けて、2005 年岐阜県実証においては、その解決方法の検

証として、①複数の地方公共団体から発信する情報の共通化を図り、共通のテンプレート化を図

る、②共同でそのシステムを利用、運用を実施する、③既存のホームページ更新システムとの連

携や、既存のホームページ情報から自動抽出してテンプレートに自動合成することによる情報提

供等運用の軽量化方策の検証が実施されている。 

その結果、地方公共団体へのヒアリング結果によると、提供する情報の共通化、共通のテンプレ

ート化を前提とした共同運用についは、「構築コストの低減」「地方公共団体職員の運用負荷軽

減」「全地方公共団体における行政サービスの統一」というメリットが大きく、地上デジタル放送を活

用した行政サービス提供の運用形態として現実的であるという評価結果を得ている。また、共同運

用によるデメリットとしては、各地方公共団体の特性が出しにくくなるという懸念があり、特性を出す

べきサービスと共通性を優先するサービスの整理をする必要があるとの指摘が報告されている。ま

た、既存システムとの連携については、その実現性の技術的検証ができ、情報提供手段の一つと

して有効であるとの報告がなされている。 

以上から、地上デジタル放送を活用した行政サービスを導入する場合の業務への影響とそれ

に対する解決策の一方式を明確化でき、また共同運用、共同利用による地方公共団体への負荷

軽減、地方公共団体における業務の効率化への方策を確認できたといえる。 

Ⅲ 実証実験の評価 

 

１ 視聴者の視点での評価 

これまでに実施された実証実験の結果、視聴者であり電子自治体サービスの利用者である住

民から見た場合、「医療機関情報」「イベント情報」「交通機関情報」「観光物産情報」「災害情報」

等身近な情報、即時性、緊急性の高い情報に対する住民ニーズが高く、居住市町村を越えた幅

広い情報、申込等双方向のサービスについて、デジタル放送端末を用いた利用ニーズが高いと

いう結果を得ている。また、リモコン等簡易なインターフェースを持つ身近な端末で簡単に行政サ

ービスにアクセスできることについて、その利便性、操作性等に対する高い評価がなされている。 

 

２ 地方公共団体の視点での評価 

行政情報を提供する地方公共団体から見た場合、新しい情報伝達メディアとしてのデジタル放

送端末への情報提供について、リモコン等の簡易な操作によるデジタルディバイドの是正への期

待、アクセシビリティの高い端末への情報提供の期待、ブロードバンド環境のない地域に対する放

送による行政情報を提供可能なことによるデジタルディバイド是正への期待等が高い。 

一方、新たにシステムを導入、拡張することに対する費用負担や新たなメディア向けの情報入

力に対する運用の負荷への懸念を指摘する意見があったが、実証実験の成果を踏まえ、地域の

特性に合わせ共通的な情報の抽出と共通的なテンプレート制作による経費軽減、共同利用・共同

運用による初期経費、運用経費の軽減、既存の情報提供システム資産と連携することによる有効

利用を図る方策が現実的であるとの結論を得ている。 
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これらの項目のうち、共通的なテンプレート制作については、名古屋市をはじめとする中京地域

の 15 の地方公共団体と NHK 及び民放 5 社によるデータ提供方式（フォーマット）の共通化が挙

げられる。これら 15 の地方公共団体は、愛知万博開催期間中、関連情報のデータを各放送局に

提供するに当たり、各地方公共団体におけるデータ入力作業時に、放送局 6 局それぞれで使うフ

ォーマットごとに個別に入力する代わりに、放送局 6 局で放送に用いる際のデータのフォーマット

を共通化している。このように、フォーマット共通化により入力に係る作業の手間が１回で済み、地

方公共団体の運営負担の軽減と省力化が目に見える形で図られていることは、関係地方公共団

体において肯定的に評価されている。 

このほか、影響力の大きい放送による情報発信に対応するため、住民からの多様な問い合わせ

に対応できるコールセンター設置の検討が望ましいという指摘もある。 

 

３ 放送事業者の視点での評価 

放送事業者の視点から見た場合、放送圏域に存在するすべての地方公共団体の行政情報を

扱うことが望ましい。他方、放送帯域が限られていること、複数の地方公共団体との情報の受け渡

しの手間とコストが懸案事項として指摘され、地方公共団体において共同で構築、運用された放

送事業者向けの共通的な連携インターフェースによる情報取得を通じた運用の効率化が必須で

あると指摘されている。この点については、先に言及した中京地域の地方公共団体と放送事業者

との連携の例が見られるところである。 

また、放送という影響力の高いメディアに対する情報発信に対するセキュリティの確保につい

て、地方公共団体と情報入力に関する役割分担、費用負担を十分に協議して実施することが望ま

しいと指摘されている。 

Ⅳ 地上デジタル放送導入の基盤となるシステムと普及推進方策 

 

１ システムの在り方 
実証実験に関する以上のような評価を踏まえると、今後地上デジタル放送を活用した電子自

治体サービスを提供するためのシステムについては、次のような基本的な考え方に基づいて構

築されていくことが望ましいと考えられる。 

 

(1)  既存設備を有効活用し、最小限の拡張でのデジタル放送端末による新しいサービスの    

実現。具体的な事項としては、次のとおり。 

ア 地方公共団体における運用負荷の軽減、既存資産の有効活用の観点からワンソース・マ

ルチユースが可能な情報管理や既存ホームページ情報との連携等既存資産の有効活用

を図ること 

イ 広く利用されている国際的な標準に基づく技術を採用し、システムの互換性、再利用性

等を確保したオープンな環境、オープンな技術の活用を図ること 

ウ 「携帯端末向け」サービスやサーバー型放送等新しいサービスへの柔軟な対応ができる

こと 

エ サービス基盤を導入する地域、地方公共団体において提供するサービスの内容やレベ

ル等に応じ、必要となる設備構成を取捨選択可能とする柔軟性ある設備であること 
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(2)  複数の地方公共団体による共通的な情報形式の利用と、放送事業者等への共通的な仕  

組みによる情報提供。具体的な事項としては、次のとおり。 

ア 地方公共団体の運用負荷、放送事業者との情報交換の効率性の確保のため複数の地

方公共団体による共同利用、共同運用や共通的な管理、連携方式を考慮したものである

こと。例えば、上述の中京地域における地方公共団体と放送局間のデータの収集方式（フ

ォーマット）の共通化といった成果を取り入れていくこと 

イ 放送事業者の編成権、編集権等を考慮し、地方公共団体との責任分担、運用方法を十

分に協議し、円滑な運用が可能なこと 

ウ 放送を用いた情報伝達の影響範囲を考慮し、従来にも増して情報セキュリティ、個人情報

の取扱い等情報セキュリティの確保には十分に考慮したものであること 

 

(3) その他、次のような事項についても配慮が必要と思われる。 

ア 限られた放送帯域を有効活用し、放送の特性と通信の特性を最大限に活かす情報提供

を可能とするものであること 

イ 高齢者、障害者、外国人居住者等への配慮や通信条件の異なる環境を考慮し、すべて

の住民へ配慮した高いアクセシビリティの確保を図ること 

ウ 住民に対するサービス品質の維持、確保の観点から、できる限り住民からの問合せ等にサ

ポートを行う運用を考慮すること 

 

２ 普及推進への施策 

岐阜県等において実施された例にも見られるとおり、地方公共団体の協力を得て行われる実証

実験は、日常生活に最も身近な生活環境において、目に見える形で公共分野における地上デジ

タル放送の利活用が可能となることで、その利便性が広く認識され、地上デジタル放送の普及に

大きな役割を果たすものと期待される。 

しかしながら、地上デジタル放送の活用と普及に関する地方公共団体の関与については、それ

ぞれの財政事情や、地上デジタル放送に対する関心度合等によって、団体ごとに相当の差異が

生ずることが予想される。 

このような状況において、地上デジタル放送と、これを活用した電子自治体サービスの普及促

進を図っていくためには、地上デジタル放送の利活用及び普及について、先行的かつ積極的に

取り組む地方公共団体に対し、国が一定の支援を行っていくことも、有効な手段の一つと考えられ

る。 

具体的には、地上デジタル放送を活用したシステムの構築や運営上の負担を可能な限り軽減

する観点から、効果的かつ効率的な方法を明らかにするため、上記(1)の基本的な考え方等を具

体化し、モデル的な仕様書として策定・提示した上、これを広く周知することが挙げられる。 

実際、インターネットの分野においては、総務省が「電子自治体推進パイロット事業」を実施し、

「地方公共団体における申請・届出等手続に関する汎用受付システムの基本仕様」として、基本

的な仕様書を策定した例がある。 

この事業は、平成 13 年度から平成 15 年度まで、時間や場所の制約を受けずにインターネット

で複数の申請・届出を可能とする汎用受付システムの構築と利用者の利便の向上を目的として行

われ、基本仕様に加え、事業の報告書やその概要、実験データ、実験に際して行われたアンケー

ト調査の結果などの関連資料がインターネット上（財団法人地方自治情報センター／  

www.lasdec.nippon-net.ne.jp）において公開されている。なお、地方公共団体の申請・届出等の電

子化推進経費に対しては、一定の地方財政措置が行われている。 



 

 15

前記 I 項に示した岐阜県における実証実験についても、その結果に基づき、本答申に「参考」と

して添付したモデル仕様書案が策定されている。まずは、これを広く地方公共団体等に周知し、

地上デジタル放送の活用を検討する地方公共団体の参考に供するとともに、様々な意見を取り入

れ、改善を図っていくことが望まれる。 

そして、こうした仕様書案の考え方を踏まえ、地上デジタル放送の活用に取り組む地方公共団

体に対しては、当該団体の設定した目標の審査と事後評価を基本とし、途中の執行過程における

国の事前関与を緩和するなど、可能な限り地方公共団体独自の創意工夫が可能となるような支援

に在り方を検討していく必要があると考えられる。 
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第２章 「携帯端末向け」サービス、サーバー型放送など高度なサービスの利活用 

 
昨年 7 月の第 1 次中間答申において、放送の「デジタル化によって初めて可能となる高度なサ

ービスの開発・普及を進めることが、地上放送のデジタル全面移行に向け、重点的に推進すべき

施策」と指摘され、「高度サービスを公共分野に導入した場合の機能や効用を、具体的に目に見

える形で実証する実験を実施」することが提言されている。 

上記の指摘にもあるとおり、アナログ放送の段階では困難であった、移動中でも安定した放送

受信を可能とする「携帯端末向け」サービスや、放送番組をいったん受信機に蓄積し、視聴者によ

る多様な視聴を可能とする「サーバー型放送」サービス等、デジタル放送ならではといえる高度な

サービスは、地上デジタル放送の需要を高め、全国普及を行う上で重要な鍵である。 

こうした高度なサービスの利活用に関し、「国民」「利用者」の視点に立って、デジタル化の効果

を目に見える形で具体的に示す実証実験が実施されれば、これを起爆剤として、地上デジタル放

送の全国普及につなげていくことが可能と考えられる。 

以上を踏まえ、本章では、上記のような実証実験の在り方について、 

i)  具体的な適用分野と、期待される効果 

ii)  そのために検証すべき技術的課題、運用上の課題 

iii)  検証に必要と考えられるシステム 

等の事項に関し、可能な限り整理を行うこととする。 

Ⅰ 「携帯端末向け」サービスにおける利活用 

１ 防災分野 

(1) デジタル化による効果 

携帯電話やPDAといった携帯端末により地上デジタル放送を受信することで、防災分野におい

ては、例えば以下のような効果が期待される。 

ア 携帯端末で、電波遮蔽空間（地下街、地下鉄の電車内やホーム等）においても、伝送設備

を適切に整備することによって、安定的かつ確実に防災情報が受信可能となり、受信者の所

在する場所に関係なく、重要な防災情報を受信できるようになる。 

イ 通信と異なり、災害時においても輻輳がなく、放送波による緊急起動信号により確実な情報

伝達が可能となる。 

ウ 特定の地域に必要な情報を、その情報が必要な地域に限定して送受信することが可能とな

る。 

(2) 検証すべき事項 

(1)のような効果を実現する観点から、技術面及び運用面において、以下の事項を検証する必

要がある。 

ア 技術面 

① 放送波の伝送技術の観点から、地上デジタルテレビ及びラジオの電波遮蔽空間（地下街、

地下鉄の電車内やホーム等）におけるギャップフィラー等を用いた技術に関し、以下の２点の

検証が必要である。 
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i） 携帯電話型端末による安定的かつ継続した放送波の受信環境の実現。具体的には、地

下空間や地下鉄ホームの構造や構築物、人通り、列車等の変化する環境、送信アンテナ

の位置や構成など、携帯電話型端末による安定的な放送波受信環境を実現するための

条件を検証する必要がある。 

ii） 地下街や地下鉄構内等の地下空間の構造に適応し、更にケーブル等の既存設備の有

効活用を視野に入れた技術の検証。具体的には、既に敷設されている業務無線用同軸

漏洩ケーブル（LCX）を利用した地下空間等電波遮蔽空間における再送信の有効性と、

高損失・長距離の LCX において、中間地点に挿入し放送波を増幅するシステム（中継用

高周波増幅装置（XPA））の有効性を検証する必要がある。 

② 端末側の技術の観点から、放送波による携帯電話型端末の自動起動制御システムに関す

る検証が挙げられる。実証フォールド内の様々な受信環境において、地上デジタル放送波

による携帯電話型端末の緊急起動の実現性を検証する必要がある。その際、緊急起動信号

受信のため、待ち受ける端末側の省電力化の実現についての検証も必要となる。 

具体的には、 

i)  地上デジタル放送による低消費電力の自動起動機能回路の開発 

ii) 携帯端末への搭載のため、受信機仕様への掲載、通信事業者、メーカー等への働きか

け等の取組 

iii） モデル端末の開発等の実証実験 

等が必要となると考えられる。 

③ 情報提供対象地域を限定する観点からは、携帯端末の GPS 機能と連動した地理識別子に

よる地域別災害情報受信の検証が挙げられる。1 セグ携帯端末において、地理識別子により

適切な地域別災害情報を受信することができれば、防災分野における「携帯端末向け」サー

ビスのより高度な利活用が可能となる。 

イ 運用面 

① 前述の技術的条件を前提として地上デジタルテレビ及びラジオの再送信を行った場合に

おける、災害情報に関する時間的・空間的な情報空白を解消するための、放送事業者、地

方公共団体等情報主体間の連携に関する研究が求められる。 

② 災害復旧時等における情報活用体制の確立と必要なルール整備に関する検証が求めら

れる。 

③ ①及び②を検証する中で、平常時、緊急時、復旧時等の状況に応じた防災情報の収集方

法及び提供方法についての検証がとりわけ重要である。 

 

 (3) 必要なシステム構成 

(2)の検証を行うためのシステムには、おおむね以下の要素が必要と考えられる。 

ア ギャップフィラー等に関する検証システム 

地下街及び地下鉄駅構内での安定した地上デジタル放送受信を可能とする再送信シス

テム。具体的には、既存の業務無線用同軸漏洩ケーブル（LCX）を利用して地下空間等電

波遮蔽空間に再送信を行うシステムと、高損失・長距離の LCX において、中間地点に挿入

し、放送波を増幅するシステム（中継用高周波増幅装置（XPA））の２つで構成される。 
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イ 自動緊急起動制御に関する検証システム 

携帯電話の電力保持時間を大幅に損なうことなく地上デジタル放送波を受信して起動信

号を確認し、緊急起動の自動制御を実現するシステム 

ウ １セグデータ放送向け災害情報・緊急伝達情報・地域別災害情報等の入力・処理・管理・

提供システム 

エ GPS 機能を活用して、地域別に、当該地域に適した情報を受信するための端末システム 

 

２ 教育分野 

 

(1) デジタル化による効果 
上記１の携帯端末による防災分野における地上デジタル放送の受信に関して想定される

検証項目は、地下等の電波遮蔽空間を含め、あまねく受信可能とするといったハード的側面

の内容が中心であった。 

地上デジタル放送の１セグメントを受信する携帯電話は、帯域や端末の処理機能が固定端

末と異なるほか、携帯電話の画面・筐体は固定端末と異なり小さいため、それに合った容量・

解像度・文字数を有する特殊なコンテンツが供給される必要があるが、このような技術的要件

がクリアされることにより、例えば、児童・生徒が保有する携帯端末を用いて、どこにいても、放

送される教育番組に自らが参加し、他の参加者の映像も見つつ問題に回答し、動画で豊か

に表現された回答状況の集計を視聴可能な、双方向のリアルタイム参加型の放送番組が可

能となることなどが期待される。 

このように、「携帯端末向け」サービスに関しては、防災分野において必要となるハード面の

検証に加え、教育分野においては、コンテンツの制作・管理等の運用面での研究も必要とな

ると考えられる。 

 

(2) 検証すべき事項 
上記(1)のような効果を実現する観点から、技術面及び運用面において、以下の事項を検証

する必要がある。 

 

ア 技術面 

① 地上デジタル放送の１セグメントを受信する携帯電話は、帯域や端末の処理機能が固定端

末と異なるほか、携帯電話の画面・筐体は固定端末と異なり小さいため、それに合った容量・

解像度・文字数を有する特殊なコンテンツが供給される必要がある。このため、１セグ放送で

リアルタイム参加型放送番組制作に係わるシステムの構築とその性能の検証を行う必要があ

る。また、視聴者が双方向かつリアルタイムに参加できるコンテンツ（教材）を作成するため

に、３次元のモデルを多用した教材を開発し、映像生成性能、レンダリング性能、レンダリン

グ結果の出力性能等の検証が必要である。なお、レンダリングとは、数値データを計算して

画像化することをいう。 

② １セグ放送用教材コンテンツ管理・編成に係わるシステムの検証が求められる。これは、教

育の現場においては、①により作成された放送用映像コンテンツ、放送用データコンテンツ

及び通信用データコンテンツの管理を統合し、放送と通信が高度に連携したコンテンツの運

用や PDCA サイクルによる改善が必要となるためである。ここで、PDCA サイクルとは、計画を



 

 19

立て(PLAN)、それを実行し（DO）、その結果を評価し(CHECK)、その評価に基づき改善を行

う(ACTION)というプロセスのことをいう。 

 

イ 運用面 

① 学校教育におけるリアルタイム参加型・双方向型のプログラムの教育的効果の検証が必要

である。具体的には、児童・生徒の教材番組の視聴履歴や回答履歴等から、正解率と自己

評価に関する分析等を行うシステムを構築し、ユーザにより教育的効果の評価を行う必要が

ある。 

② １セグ携帯端末は帯域や端末の処理機能が固定端末と異なるため、コンテンツは端末に合

った容量・解像度・文字数設定されている必要があり、そうした点でのユーザビリティの評価・

検証も求められる。 

 

(3) 必要なシステム構成 

(2)の検証を行うためのシステムには、おおむね以下の要素が必要と考えられる。 

ア １セグ放送用リアルタイム参加型放送番組制作システム 

 １セグ携帯端末に登録された情報をもとにリアルタイム参加型番組を実現する番組制作

システム 

イ １セグ放送用番組管理・制作システム 

  映像コンテンツ、放送用データコンテンツ及び通信用データコンテンツの一元的な取扱

いを実現するシステム 

ウ 運用面での検証システム 

  視聴履歴や回答履歴等から、正解率と自己評価に関する分析等を行うシステム 

 

Ⅱ サーバー型放送における利活用 

 

１ 教育分野 

 
(1) デジタル化による効果 

地上デジタル放送の内容をいったん受信機に蓄積するサーバー型放送により、教育分野に

おいては、例えば以下のような効果が期待される。 

 

ア サーバーに蓄積されたコンテンツを、放送時間にかかわりなく、いつでも視聴可能となる。ま

た、メタデータを活用し、視聴したい部分を選択する「シーン検索」や、見たい部分を取り出す

「ダイジェスト視聴」など、ニーズに合わせた多様な視聴形態が可能となる。更に、加工・編集

が容易であり、教員は授業で活用する教材を簡単に作成でき、多様な素材を活用し、ハイビ

ジョン映像も含め、躍動感のある「わかる授業」の実現に貢献する。 

 

イ 同じ学校内等の同一なネットワークの内部においては、サーバーに蓄積されたコンテンツを

呼び出して利用できる（コピー、加工、編集も可能）。 

これは、コンテンツ供給者が許諾しないコピーや再生などの不正利用を防止するための  

ＤＲＭ（Digital Rights Management）システムにより可能となるものである。DRM システムは、暗
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号技術等の既存技術を組み合わせて、以下のような機能の実現を図るものであり、デジタルコ

ンテンツの利用促進のためには、このようなシステムによる一定の管理が必要である。 

 

i)  コンテンツの安全な配信 

コンテンツが流通する際に、無関係な第三者によるコンテンツの解読や盗用を防止し、許

諾された利用者以外はコンテンツを利用不可能とすることを目的としたコンテンツの暗号化、

利用者認証機能及び利用履歴の管理機能 

 
ii) コンテンツ供給者の意図に反した不正コピーや不正利用の防止 

コンテンツ供給者の意図に反した不正コピーや不正利用の防止を目的としたコンテンツの

利用に関する条件（利用期間、利用回数、コピー制限等）の設定及び利用者における利用

条件の遵守 

 
図表 13 DRM システムの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 検証すべき事項 

(1)のような効果を実現する観点から、技術面及び運用面において、以下のような事項を検証

する必要がある。 

 
ア 技術面 

① 教員によるコンテンツ作成のプロセスを効率化する仕組みが必要であり、メタデータの効

率的な生成及び付与等を実現するシステムが求められる。具体的には、蓄積を指示した内

容に基づきコンテンツを受信してサーバーに蓄積でき、教員が指定した操作に基づき教育

用コンテンツとして利用できるか検証が必要である。 

 

② デジタル放送からいったんサーバーに蓄積された教育コンテンツを、同一のネットワーク

環境内で閲覧、複製等を可能とする仕組みを検証する必要がある。これは、ネットワーク環

境を通じていつでも見られるような環境における著作権管理の実現性、つまり、コンテンツの

使用条件に基づいて不正コピー等からコンテンツを保護するための機能の検証が必要とい

うことである。 

これまで、DRM は端末ごとの管理が一般的な概念であったが、複数の端末を一つの集合

体としてとらえる「ドメイン」により管理するという新たな考え方に基づく DRM について検証す

る必要がある。具体的には、サーバー型放送におけるＣＡＳ方式のＤＲＭについては、コン
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テンツの利用権を個々の端末ではなく「ドメイン」単位で付与し、そのドメインをサーバー型

CAS として一元管理する際に、ドメイン単位でのコピーやムーブの制御（例：サーバー型放

送端末やモバイル等の端末相互における蓄積コンテンツのコピー）、外部機器への出力制

御、ドメインとしての再生の回数や期限、利用可能エリア、再配信の範囲、解像度変換等の

機能の検証が求められる。 

このようなドメインに着目したDRMの検証により、コンテンツの利用が飛躍的に柔軟化され

ることが想定され、とりわけ学校のような一つのネットワーク内でのコンテンツ利用の促進が期

待されるところである。 

 
イ 運用面 

① 学校教育や生涯教育を対象にサーバー型放送を利活用する際に想定される課題の抽

出及びそれら課題の最適化方策の検証が求められる。例えば、教員が簡便な操作で、放送

されたコンテンツと自主制作コンテンツ、関連情報等を組み合わせて教員が意図する映像

教材を構成するための方法、仕組み、操作性についての検証、評価が挙げられる。 

また、生成されたコンテンツの共有についても、視聴制限やアクセス制限等、教育現場で

の利活用シーンに見合ったコンテンツの管理方法を運用面から検討することが必要である。 

 

② コンテンツ付与メタデータの活用方法については、教育分野に適した利用形態、コンテン

ツ種類などを検討し、最適な活用方策を検討することが必要である。例えば、取得、蓄積さ

れたメタデータ付きの教育コンテンツについて、メタデータをもとにコンテンツ閲覧を行うため

のナビゲーションシステムの有用性、操作性の検証や、放送されたコンテンツに対し、通信を

用いて新たなメタデータを付与するための仕組み、関連付ける仕組みの検証、評価が挙げ

られる。 

 
(3) 必要なシステム構成 

(2)の検証を行うためのシステムには、おおむね以下の要素が必要と考えられる。 

 

ア サーバー型教育番組において、コンテンツのコピー制御、視聴制限、アクセス制限等を行

う DRM システム 

イ LOM（Learning Object Metadata）を用いた教育コンテンツのメタデータ作成・付与、簡易メ

タデータ付与を行うシステム 

ウ 一つの学校のみならず地域全体で取り組む場合においては、地域 VOD/ＩＰセンターシス

テムに蓄積された教育コンテンツやメタデータを､ネットワークを通じてサーバー型放送受

信装置から利用可能にするシステム。このうち、センターサーバー蓄積コンテンツの VOD/ 

ＩＰ方式は、地域センターであらかじめ蓄積した教育コンテンツやメタデータを、学級、学

校、生涯学習施設に対し、ネットワーク環境を通じていつでも見られるようにするシステムで

ある。 

２ 保健・医療・福祉分野 

 

(1) デジタル化による効果 

上述１におけるサーバー型放送の教育分野での効果については、メタデータによる希望コ

ンテンツの視聴や DRM による適正なコンテンツ利用の実現といった物理的機能に係る技術
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的側面での検証が中心であった。他方、保健・医療・福祉分野においては、教育分野とおお

むね共通するこれら技術的側面に加え、互換性が保証され継続的に利活用できるコンテン

ツ開発技術の検証も重要となる。すなわち、地域住民が満足できるコンテンツを誰がどのよう

に制作・管理し、関係者間でどのようにやりとりできるかといった運用面での課題が検証され

なければならない。 

このような観点を踏まえつつ、保健・医療・福祉分野においては、例えば、以下のような効

果が期待される。 

 

ア 地域の地方公共団体や医師会などの関係者が連携して制作し、サーバーに蓄積された保

健・医療・福祉コンテンツの中から希望するものを、放送時間に関わりなく、いつでも何回で

も、必要なときに視聴可能となる（例えば、健康づくり支援、医療施設紹介等の一般的な医

療情報）。また、メタデータにより、視聴したいシーンを取り出したり、ランダムに呼び出したり

することができる。 

 

イ サーバー型受信機の機能を利用し、通信を介して医療機関相互の連携が可能となり、例え

ば、健診後の医療面でのフォロー等について、かかりつけ医と基幹病院との情報（高精細の

X 線画像等）のやりとりを通じ、地域医療レベルの向上が図られる。 

 
(2) 検証すべき事項 

(1)のような効果を実現する観点から、技術面及び運用面において、以下の事項を検証する

必要がある。 

 
ア 技術面 

サーバー型放送において活用されるコンテンツの制作・管理・提供を効率化する技術の検

証を行う必要がある。この点については、上述 1 の教育分野における技術面の課題と共通点

が多いが、保健・医療・福祉分野では、時系列的なコンテンツ蓄積とその利活用時の端末操

作性の向上が検証の要点となる。 

 
イ 運用面 

他方、運用面においては、地域住民向けの情報提供や医療機関相互でのサービスに向

け、地域の地方公共団体や医師会などの関係者が密接に連携し、コンテンツの制作・管理・

提供といった一連の運用をいかに円滑に実施できる体制（例えば、「健康づくり」に資する運

用体制）を構築できるかについての検証が重要となる。 

このほか、放送と通信の連携と役割分担の在り方の検証、住民（エンドユーザー）サービス

の向上が挙げられる。 

 
(3) 必要なシステム構成 

(2)の検証を行うためのシステムには、おおむね以下の要素が必要と考えられる。 

 
ア 受信システム 

サーバー型受信機（プロトタイプ受信機）、デジタルテレビ、インターネット接続機器から構

成され、サーバー型放送を受信して蓄積し表示するとともに、通信を介した双方向機能を使

用できるもの 
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イ コンテンツ制作システム 

ハイビジョンクラスの高画質な放送用コンテンツの作成及び編集を行い、デジタルデータ

化し、蓄積できるシステム 

 

ウ コンテンツ管理システム 

コンテンツ開発設備で作成された通信用コンテンツをインターネットで提供するとともに、

医療機関と通信が行える機能を有する通信用コンテンツ公開システム 

 

Ⅲ データ放送の防災分野における利活用 

 

データ放送は、現在のデジタル放送においても提供されているサービスである。現在提供さ

れているものが基本的なサービスであるとするならば、それに加えて、昨今の研究開発の成果

を生かし、デジタル放送ならではの特性を有する高度なサービス提供が可能となるよう実証実

験を行い、地上デジタル放送の需要喚起を図ることが肝要である。 

 
(1) デジタル化による効果 

地上デジタル放送のデータ放送により、防災分野において、例えば以下のような効果が期

待される。 

 

ア 災害発生時等の必要なときに、特定の地域に必要な情報を、その情報が必要な地域に

限定して送受信することが可能となる。 

 

イ 都道府県・市町村の防災担当職員等に向けた緊急情報の伝達が可能となる。 

 

ウ データ放送は、一定周期で同じ内容を送り続けるため「カルーセル伝送」を行っており、

受信機側では全データ受信後に再生を開始するようになっているため、再生時に時間が

かかることがある。しかし、このような遅延が改善され、データ放送による災害情報のリアル

タイムの伝達が可能となる。 

 
(2) 検証すべき事項 

(1)のような効果を実現する観点から、技術面及び運用面において、以下の事項を検証する

必要がある。 

 
ア 技術面 

① 地域別災害情報を管理し、放送局送出システムに円滑に通知する機能の検証を行う必

要がある。具体的には、地域情報を収集・提供するシステムにより、適切な地理識別子や対

象者情報を伴った地域密着型の災害情報が正しく自動合成されることの検証と、そのように

合成された情報が放送局送出システムに正しく送信されることの検証が必要となる。 

 

② 地方公共団体の防災担当職員等に向けた緊急伝達情報等についても、①と同様の検証

が求められる。 
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③ 災害情報の即時伝達という観点からは、カルーセル生成による遅延を回避してリアルタイ

ムに緊急情報が伝達できる方法の検証が挙げられる。さらに、緊急時の特質を勘案し、簡便

な操作により誰もが防災情報を受信可能な基盤整備の検証が欠かせない。 

 

イ 運用面 

都道府県、市町村、医師会、交通機関、ライフライン事業者、自治会、ＮＰＯやその他関連

機関から地域情報を収集し、放送事業者に提供する体制の検証や、特定受信者向けデータ

放送コンテンツに関する問題点の検証が必要となる。 

 

(3) 必要なシステム構成 

(2)の検証を行うためのシステムには、おおむね以下の要素が必要と考えられる。 

 
ア ＧＩＳ活用型の防災情報提供システム 

ＧＩＳを活用してデータ放送向け災害情報、防災担当職員向け緊急情報伝達、地域別災害

情報の入力・処理・提供等を行うシステム 

 

イ 地上デジタル放送への情報多重によるリアルタイム緊急情報送信システム 

緊急放送受信時に割り込み表示するシステム及びリアルタイム緊急放送システム 

 

Ⅳ 実証実験の進め方 

以上、本章では、デジタル放送における高度なサービスの利便性を可能な限り目に見える形で

示す観点から、これに関する実証実験において検証すべき技術的課題、運用上の課題、必要な

システム等について整理を行った。 

 

総務省においては、以上で整理された、目に見える形でのデジタル放送の効果及び検証課題

等を踏まえた上で、平成 17 年度予算において措置されている高度なサービスの実証実験を実施

に移していくことが望まれる。 

 

また、第１部で指摘したとおり、地方公共団体においても、既に地上デジタル放送の高度なサー

ビスを実現するための実証実験に取り組む例が見られるところであるが、今後は、以上で整理され

たようなデジタル放送の効果や検証課題も参考としつつ、更に地域の独自性を生かした積極的な

取組を行っていくことが期待される。 

 

国としては、このような前向きな取組を行う先導的な地方公共団体に対する支援についても可

能な限り検討していくべきであるが、その際、「第１章 Ⅳ ２ 普及推進への施策」において言及し

た点に配慮すべきである。 
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第３部 「通信・放送融合」の積極活用等による「円滑なデジタル全面  

移行の実現 

第１章 「２０１１年デジタル全面移行の確実な実現」に向けた基本的な考え方 

Ⅰ 基本的な考え方 

我が国は、アナログ放送用周波数の使用期限を制度上明記し、その時点でアナログからデジタ

ルへの全面切り替えを実現することとしている。 

すなわち、電波法において、地上アナログテレビジョン放送の周波数の使用期限について、「周

波数割当計画等の変更の公示の日から起算して 10 年を超えない範囲内」で定めることとされ、放

送局に使用させることのできる周波数等を定める計画(放送用周波数割当計画)の変更が平成 13

年 7 月 25 日に公示された結果、平成 23 年(2011 年)7 月 24 日にアナログ放送が終了することと

なっている。また、放送普及基本計画においても、地上アナログテレビジョン放送について、平成

23 年までに終了することと規定されている。 

○電波法（昭和 25 年法律第 131 号）＜抜粋＞ 

（特定周波数変更対策業務） 

第７１条の 2 （本文略） 

一 特定の無線局区分の周波数の使用に関する条件として周波数割当計画等の変更の

公示の日から起算して 10 年を超えない範囲内で周波数の使用の期限を定めるととも

に、当該無線局区分（以下この条において「旧割当区分」という。）に割り当てることが可能であ

る周波数（以下この条において「割当変更周波数」という。）を旧割当区分以外の無線局区分に

も割り当てることとするものであること。 

 

○放送普及基本計画（昭和 63 年 10 月 1 日郵政省告示第 660 号） 

（平成 13 年 7 月 25 日総務省告示第 475 号にて改正） ＜抜粋＞ 

第一 放送局の置局（中略）に関して定める指針及び基本的事項 

  1 放送を国民に最大限に普及させるための指針 

(1) 国内放送の普及 

（エ）テレビジョン放送  

   テレビジョン放送については、デジタル放送以外の放送からデジタル放送に 

早期かつ円滑に全面移行すること 

       A デジタル放送以外の放送 

         （略）また、これらの放送は、平成２３年までに終了すること。 

 
○「デジタル放送推進のための行動計画（第 5 次）」（2004 年 12 月 1 日地上デジタル推進全国

会議）＜抜粋＞ 

（略） 我が国は、放送のデジタル化をＩＴ戦略の柱の一つに位置付けているところである

が、2011 年までのデジタル放送への完全移行というＩＴ戦略上の目標を円滑かつ確実に実

現していくためには、2011 年から逆算した取り組むべき事項とスケジュール等の一層の明

確化と着実な実行を図っていくことが不可欠である。 
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Ⅱ デジタル全面移行に向けた欧米の動向 

欧米では、デジタルへの移行計画において、世帯普及率の進捗状況によりアナログ停波の可

否を判断するなど、全面移行の目標期限に条件を付している例も見られる。 

しかしながら、最近では、「期限の明確化がデジタル化を加速する」との観点から、アナログ停波

の期限を法制上、より明確化することが、一つの流れとなりつつあると考えられる。 

具体的には次のとおりである。 

１ 米国におけるデジタル移行計画 

(1) 現行の移行計画 

1998 年にデジタル放送が開始された米国においては、デジタル移行については、「2006 年 12

月 31 日をもってアナログ放送を停波する」と定められている。 

また、テレビ受信機等に対してはデジタルチューナー搭載義務が課されており、2007 年 7 月 1

日以降に米国で生産又は発売される、13 インチ以上のすべてのサイズのテレビ、チューナー内蔵

VTR、DVD レコーダ等はデジタルチューナーの搭載が義務付けられている。 

その一方で、普及世帯数を「アナログ停波」の実施可否のメルクマールとしており、地上デジタ

ル放送の番組を受信する世帯がテレビを視聴する世帯の 85％に達していない場合はアナログ停

波を延期する、という留保が付されている（1934 年通信法、1997 年修正）。  

 

(2) 移行の現状 

2005年現在、米国内では、地上デジタル放送を直接受信している世帯は受信機の累積出荷台

数から推計すると多く見積もっても 14％程度であり、2006 年末に世帯普及率 85％を達成するのは

困難ではないかという指摘が行われるようになっている。 

その中で、地上デジタル放送の普及が大幅に遅れている原因としては、 

ア 視聴者：移行時期への様子見からデジタル受信機への買い替えが進みにくい。 

イ 放送局：受信機の普及が進まないためデジタル放送の視聴率が期待できない。 

ウ 受信機メーカー：安価なアナログ受信機も依然として売れている状況のため、デジタル受信

機へのシフトを進めにくい。 

といった要因が挙げられている。 

こうした背景の中で、連邦議会においても、「アナログ停波の期限が定められていないためにデ

ジタルへの移行が進まない。」という認識の下、世帯普及率によらず、アナログ放送の停波時期を

明確に定めることを求める意見が見られるようになっている。 

 

(3) 関係機関の動向 

こうした状況を受け、上院、下院双方で、アナログ停波を世帯普及率等のメルクマールで判

断するのではなく、特定の期限でアナログ放送を停波することを明記した法案提出の動きが見

られる。 

上院では、2009 年 1 月 1 日までのアナログ強制終了」を明示する法案が提出されている。

（「2005 年 Save Lives 法案」商業・科学・運輸委員会） 

また、下院では、2008 年 12 月 31 日にアナログ強制終了することを明示し、デジタルチューナ

ー搭載義務の一部前倒し、アナログ終了に関する周知、メーカー・小売店による受信機・販売

店でのアナログ停波表示、等を盛り込んだ法案が提出される予定である（「2005 年デジタルテレ

ビ移行法案」商業・エネルギー委員会及び同委員会通信・インターネット小委員会）。 
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同法案については、公聴会が開催されており、「視聴者保護の観点から強制終了には賛成

できない。」（NAB）、「地上アナログ放送を 2009 年に終了させる施策を支持」（同上）、「アナログ

放送の終了を強く支持する。強制終了によってデジタル移行が確実になる。」(CEA)、「デジタ

ル化の推進によって、すべての関係者に Win-Win のシナリオがもたらされ、また、米国の技術

力を高め社会の安全強化につながる。」（同上）等様々な意見が提出されている。 

なお、FCC（連邦通信委員会）もアナログ停波に向けた修正計画を提案しているが、アナログ

停波に当たって世帯普及率によってアナログ停波の可否判断する点は変更していない。 

２ 欧州におけるデジタル移行 

ＥＵにおいて、現在、アナログ停波の具体的な期限を定めているのは、加盟国のうち、英国、ド

イツ、イタリア、オーストリア、スペイン、フィンランド、スウェーデン、ベルギー等 13 ヶ国のみであり、

その他の国は、欧州委員会（EC）へ停波期限を通知していない。 

EC は、従来から、「周波数帯域の有効利用」、「新たな放送サービスの提供」、「最終消費者向

け機器市場の成長と発展」をデジタル化のメリットとして、早期かつ短期間にデジタル移行を実現

することを推進してきたが、2005 年 5 月、「デジタル放送への移行を EU 全体で加速する必要があ

り、2012 年はじめを期限に地上アナログ放送の停波を求める」との方針を発表し（2005 年 5 月 24

日付け「デジタル放送への移行加速に関するコミュニケーション」）、停波期日が未定の加盟国に

対しては、2005年末までに「2012年初めまでの移行計画」を策定し、期限について報告するよう求

めている。 

 

Ⅲ 今後の進め方 

このような流れの中で、放送のデジタル化は、グローバルなスケールで更に加速・推進されてい

くと思われる。こうした動きに遅れをとらないためにも、我が国においては、あらゆる手段を通じて

「2011 年全面移行」を実現していくことが不可欠である。 

その際、特に次の 2 点が重要なポイントであると考える。 

 

第一に、中継局整備等の「送信環境整備」と、受信機普及等の「受信環境整備」は地上デジタ

ル放送の普及推進において、車の両輪であり、両者ともに、2011 年アナログ停波の前に、十分な

時間的余裕をもって終了すべきであること。（第 2 章） 

 

第二に、アナログ放送にない、デジタル放送の最大のメリットの一つは、「通信・放送融合」の成

果を活用できることであり、2011 年全面移行には、こうしたメリットの最大限の活用が不可欠である

こと。（第 3 章） 
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第２章  「送信環境」「受信環境」整備の一体的推進 

Ⅰ 基本的な考え方 

2011 年のアナログ放送停波について、視聴者の間に停波に伴う混乱を起こさず、可能な限り円

滑に実施するためには、すべての視聴者に、デジタル放送を送り届けるためのインフラ整備を完

了させるとともに、視聴者がデジタル放送を受信できる環境の整備を推進することが必要である。 

したがって、「送信」「受信」を車の両輪として、2011 年から逆算した取り組むべき事項とスケジュ

ールを明確化した上で、必要な対策を強力に推進していかなければならない。 

すなわち、2011 年から逆算した送信環境整備のスケジュールを可能な限り早期に策定・公表

するとともに、受信側のデジタル対応について、視聴者の認知と理解を得るための取組について、

一層の強化を図りつつ、デジタル受信機普及に向け具体的な障害となる可能性がある課題があ

れば、これを早期に明らかにして対応することが不可欠である。具体的な内容については、以下

のとおりである。 

Ⅱ 中継局整備の全体像の明確化～送信環境の整備 ～ 

 
１  前記のとおり、送信面の対策に関しては、2011 年から「逆算」した場合、「いつ」までに「どの

中継局」を整備・開局すれば、停波までにアナログ時と同等の放送エリアをカバーするインフラ

の整備が完了するのか、その「ロードマップ」を早急に策定・公表することが必要である。 

そして、既に指摘したとおり、必要なすべての中継局の整備・開局は、停波前に十分な時間的

余裕をもって、具体的には 2010 年内に終了することが必要であると考えられる。理由は以下のと

おりである。 

第一に、これまでに行われたアナログ停波における視聴者の反応等から見て、停波の前には、

周知・広報等を含め相当の時間的余裕が必要であることが明らかとなっている点である。 

すなわち、現在、地上デジタル放送の周波数を確保するため、アナログ周波数変更対策が進

められているところであるが、対策の過程において、特定の地域のチャンネルを変更し、変更前の

チャンネルを実際に停波する場合には、停波の前に、中継局スーパー（対策中継局のみを対象と

してスーパーインポーズ等の手段により、旧チャンネルから新チャンネルへの移行等の情報を画

面に表示し、情報を伝達）による周知を行い対応している。 

対策の対象となる世帯数の規模等により、中継局スーパー実施の期間は変動するが、通常、約

1 か月の周知期間を設けた上で、変更前のチャンネルを完全停波しているところであるが、周知期

間中はもとより、停波後にも、視聴者から問い合わせが行われる例も見られるところである。 

第二に、アナログ周波数変更対策における停波の影響する地域は比較的限定的であり、停波

前の周知期間もおおむね 1 か月で運用されているところであるが、①デジタル移行に伴うアナログ

停波の範囲は「全国」であり、②アナログ周波数変更の場合と異なり、受信機の買い替えが必要と

なる視聴者も多いこと等を勘案すれば、周知その他の対応に要する期間としては、少なくとも半年

以上の確保が必要となると考えられることである。 

諸外国、例えば、ドイツ・ベルリンにおけるアナログ停波(2003 年 8 月)の例を見ると、停波の約 9

か月前から、①アナログチャンネルの段階的な停止、②視聴者に対する個別の周知文書送付を

含めた周知広報活動、が実施されている。当該地域における地上波放送の視聴世帯数や、放送

メディアに占める地上波放送の割合等、我が国とは異なる点が多いものの、完全停波の前には、

相当の期間、周知を含めた様々な対策が必要であることを示す一例と考えられる。 
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(参考) ベルリンにおけるアナログ停波の事例 

ベルリンにおける地上波視聴世帯は約 16 万世帯で、全体の 10％に満たない。 

ベルリンにおいて、アナログ停波は、3 つの段階を経て進められた。まず、停波の約９か月前の

2002 年 10 月 31 日に 2 つのチャンネルをデジタル化し、2003 年 2 月 28 日にすべての民間放送

をデジタル化、公共放送はローパワーのアナログ波による放送へ移行。そして、2003 年 8 月 4 日

には、すべてのアナログ波による放送が終了した。並行して、各チャンネルのＣＭ枠等を利用した

情報提供、パンフレットや広報誌等の作成、ホットラインの設置等の周知広報の取組も行われた。 

 

２  ロードマップに関する現状を見ると、親局については、既に昨年 12 月、全国の県庁所在地

（親局）での放送開始の具体的な目標時期がまとめられ、「地上デジタルテレビジョン放送開局

ロードマップ（県庁所在地）」が公表されている。 

一方、親局以外の中継局については、現在、「全国地上デジタル放送推進協議会」におい

て、整備・開局の具体的なスケジュールの全体像の明確化に向けた作業が進められているとこ

ろである。しかしながら、実際の目標期限が 2010 年までとすれば、5 年という極めて限られた期

間の中で、放送ネットワーク構築に必須となる中継局の設置を全国で物理的に完了することが

可能であるのか、という点について、現段階では明らかとなっていない。 

 

３  以上の点については、①我が国の地理的な問題により、電波事情が複雑な状況となっている

ことから、現に親局が整備され、実際に電波が発射されるまでは、その下位に接続される中継

局に関する正確な状況把握は困難であること、②中継局整備のスケジュールは個々の民間放

送事業者の経営判断に拠るものであり、当該スケジュールに関する判断の時期や範囲につい

ては事業者ごとに異ならざるを得ないこと、等を理由として、中継局整備の全体像の提示は当

面困難とする指摘がある。実際、当該放送対象地域の地方公共団体に対し、2011 年までのア

ナログ放送時と同等の放送エリアカバーの実現性について懸念が表明される場合もあるとの報

告もある。 

 

一方、政府に提出された要望や、各種のアンケート調査等を通じて、地方公共団体や視聴

者の立場については、以下のような点が明らかとなっているところである。 

 

第一に、現在のアナログ放送ネットワークの整備に当たり、公的支援その他の手段を通じて

大きな役割を果たしてきた地方公共団体から、次のような指摘が行われている。 

(1) 各地域における住民の福祉を預かる地方公共団体としては、「現在視聴可能なテレビ番組

を見ることができなくなる」という事態が発生することは看過できない。地上デジタル放送へ完

全移行する 2011 年 7 月までに、現在アナログ放送を視聴している地域が 100％視聴できる

全体計画の策定は当然であり、国民・視聴者はもとより、条件不利地域において相当の規模

のアナログ放送受信対策を実施してきた地方公共団体に対しても、可能な限り早期に公表さ

れることが不可欠。 

(2) 置局の全体計画については、国はもとより、免許事業主体としての放送事業者にも、自ら

説明責任を果たす義務がある。仮に、放送事業者の側に、2011 年 7 月までにアナログ放送と

同等の放送エリアを確保できない、やむを得ない事情があるとされた場合には、「公的支援あ

りき」ではなく、それが真にやむを得ない事情であるかどうか、免許を付与した国の責任にお

いて経営情報も含め徹底した精査を行うことが不可欠。 
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第二に、「総務省地上デジタルテレビジョン放送受信相談センター」（総務省設置）への視聴者

の問い合わせ状況を見ると、視聴者の間で、地上デジタル放送開始の「時期」と「視聴可能エリア」

に係る情報ニーズが非常に強いことが明らかである。すなわち、2004 年 9 月から 2005 年 3 月まで

の間に、20,000 件を超える相談等が寄せられているが、うち約 6 割が地上デジタル放送のエリア、

放送開始時期に関する内容である状況にある。 

 
図表 14 相談センターに寄せられた主な相談内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  以上の状況を踏まえ、中継局整備その他の送信環境の整備について、当審議会としては次

のように考える。 

 

(1) 現行の放送制度においては、技術・財政等の観点から一定の要件を満たしているとされた

者が、一定期間放送波を占有することが認められている。すなわち、放送番組（ソフト）の制

作・編成を行う者と、放送に必要な地上波中継局（ハード）の整備を行う者が一体である「ハ

ード・ソフト一致」が前提であり、放送番組(ソフト)の制作・編集を行う放送事業者が、自ら放送

に必要な中継局等(ハード)の免許主体となって、その責任においてハード整備を行うことが

原則である。 

これは、「地上放送」という国民に最も普及したメディアについて、全国あまねく、安定かつ

継続したサービス提供を確保するためには必要不可欠であり、今後とも維持されるべき制度

と考えられるが、こうした原則の下では、デジタル親局及び中継局の全国整備は、基本的に

はデジタル放送局の免許主体である放送事業者の責務である。 

 

(2) こうした責務を踏まえ、放送事業者は、「可能な限りすべての中継局ロードマップを年内に

公開」することを目標として取り組むことが不可欠である。これによって、少なくとも、「2011 年

停波前に十分な時間的余裕をもって、遅くとも、2010 年内には送信環境整備を完了すること

が物理的に可能であること。」を、早期に国民視聴者に提示することが必要と考えられる。 

 

(3) そして、いわゆる「放送事業者の自助努力」を超えることを理由に、整備が困難とされる中継

局がある場合には、当該中継局の親局の免許を有する放送事業者の経営情報の公開と、免

許を付与した国の責任において、当該経営情報と、「整備困難」とされる理由の合理性に関

する精査を行うことが不可欠である。 
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地上デジタル放送に関する放送事業者の設備投資については、国による税制・金融上の

支援に加え、地方公共団体の一部には、「ふるさと融資」を通じた公的支援の検討に着手し

ている例も見られる。そして、こうした地方公共団体の指摘にもあるとおり、仮に税を財源とす

る何らかの公的支援を検討する場合には、納税者である国民・視聴者に対する説明責任の

観点から、「デジタル移行に向けた置局の全体像」「整備困難とされた中継局がある場合、そ

の理由の合理性」「整備の実現に『公的支援』を要する必要性、緊急性」等についての検証

を一体として行うことが不可欠である。 

 

(4) 前記(2)において指摘した「中継局ロードマップを年内に公開」という目標を達成するために

は、放送事業者等関係者が一体となって、以下のような作業に取り組んでいくことが必要と考

えられる。 

 

第一に、技術的な観点から、アナログ放送時と同等の放送エリアをカバーするために置局が

必要な中継局を特定し、置局が必要と判断された中継局については、実質的な整備終了期限

となる 2010 年までにすべての整備を終了するための整備計画を策定することが必要である。現

在、全国地上デジタル放送推進協議会において、既に周波数の割り当てが終了したデジタル

親局・大規模重要局に加え、更に置局が必要となる中継局の特定と、当該局に割り当てるチャ

ンネルについて、技術的な検討が行われている。その調査の過程で得られたデータも活用しつ

つ、2010 年から逆算した中継局の整備計画を早急に取りまとめ、可能な限り年内に公表するこ

とによって、視聴者の情報ニーズに応え、地上デジタル放送に関する認知と理解の一層の向上

を図ることが必要である。 

 

第二に、放送事業者は、上記の作業によって策定される計画を検討し、仮に当該計画上のス

ケジュールに沿った整備が困難と判断される中継局がある場合には、その中継局の免許主体

である事業者ごとに、「整備困難とする中継局」及び「整備困難とする理由」の双方を取りまと

め、公表することが必要である。視聴者に対する説明責任の観点から見れば、上記(2)の作業の

結果の公表は、可能な限り同時に行われることが望ましい。 

 

第三に、政府としては、上記で公表される結果の合理性を徹底的に検証した上、技術上等の

観点から、整備困難とする理由に合理性が認められると判断される場合があれば、その範囲に

限り、中継局整備に対する公的支援を検討すべきである。 

  

なお、公的支援の検討に当たっては、①後述するとおり、デジタル放送ネットワーク整備は

「地上波中継局」に拠ることを原則としつつ、昨今の「通信・放送融合」の成果を踏まえ、他の伝

送手段についてもあらゆる可能性を検証するとともに、②地域住民により近い行政主体であり、

アナログ放送ネットワーク整備に貢献してきた地方公共団体の意向に十分に配意していくこと

が重要である。 
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（参考） 

現在、「全国地上デジタル放送推進協議会 総合推進部会 Ｚ逆算ワーキンググループ」にお

いて、2011 年デジタル全面移行に向け、中継局整備の全体像を早期に明確化するための作業

を進めており、以下は、その途中経過で得られたイメージである。 
 

図表 15 置局の全体イメージ 

 

開局年 親局・大規模重要局 小規模局 計 

2005 38 0 38 

2006 79 0 79 

2007 156 292 448 

2008 176 372 548 

2009 71 367 438 

2010 9 314 323 

2011 14 115 129 

その他 5 97 102 

 548 1,557 2,105 

 
※ チャンネルの具体的検討の進展により、若干の数値の変動はあり得る。 

※ 「2011 年開局」、「その他」とされているものについては、先行局の状況により、置局不要となるも

のも含まれると考えられる。2011 年の全面移行を前提として、今後精査が必要。 

（例えば、親局・大規模重要局は 2009 年までに、小規模局は 2010 年までに開局と調整することが

考えられる。） 
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Ⅲ 受信環境の整備 
 

視聴者のデジタル放送の受信環境を円滑に整備する観点から、デジタル放送受信機の普及推

進に加え、以下のような検討すべき課題があると考えられる。 

１ アナログ受信機に係る周知について 

 (1) 我が国の現状 

デジタル放送への全面移行のためには、視聴者が、アナログ停波までの十分な期間内に、「デ

ジタル受信機の購入」又は「アナログ受信機へのデジタル・チューナー接続」のいずれかを選択す

ることが必要となる。 

視聴者保護の観点から、国民視聴者一人一人が購入する機器や購入時期を的確に選択する

ことができる環境を整備するため、それぞれのデジタル放送に対する関心やニーズ、多様な受信

環境を踏まえて、適切かつきめ細やかな情報提供を行っていくことが重要である。 

現在、国、放送事業者、メーカー等の関係者が一定の目標の下にデジタル受信機普及に取り

組んでいるが、一方で、アナログ受信機の市場への出荷も堅調であり（2005 年 5 月現在 約 1,200

万台）、現実には、価格面の理由等から依然として消費者のアナログ受信機購買ニーズがあること

が窺われる。 

 
図表 16 受信機の出荷状況（累計） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（社団法人電子情報技術産業協会資料により作成） 
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また、アナログ放送停波に関する視聴者の認知状況を見ると、「アナログテレビ放送が停波する

ことについては約７割の人が認識しているが、その時期（2011年）については認知が低い」という調

査結果となっている（「地上デジタルテレビジョン放送に関する浸透度調査」2005 年 3 月総務省）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

図表 17 浸透度調査結果（アナログ停波についての認知） 

(2) 諸外国の動向 

ア 米国の状況 

米国においては、デジタルチューナーを「2007 年までに、米国で生産又は出荷される 13 イン

チ以下のすべてのテレビに内蔵すること」がＦＣＣにより義務付けられている。 

現在、上院・下院に提出されている「地上デジタル移行」に関する法案には、 

① ＦＣＣに対して、アナログ放送の終了に関する消費者への周知活動徹底 

② メーカー・販売店に対して、受信機へのラベル貼付、販売店店頭での表示 

等も盛り込まれている。 

 また、ＦＣＣメディア局が最近議会に提出した報告書の中でも、「今後数年間の本格的な移行

期においては地上アナログ放送の視聴者を対象とする啓発活動が特に重要な役割を果たすこ

とになる」と指摘している。 

また、現在、全米家電協会（CEA）が、チューナー搭載義務の一部撤廃を求めているが、これ

に対して全米放送協会（ＮＡＢ）等は、メーカー社が、「アナログ受信機をいまだ販売し続けてい

ること」、「アナログ受信機がデジタル放送になればチューナーなしでは使えなくなることを消費

者に対して十分に伝えていないこと」、「小売店等に対する教育が十分でないこと」等を指摘し、

CEA の要求を退け、「2006 年 7 月以降に出荷されるすべてのテレビにデジタル受信機搭載を

義務付ける」案を検討するようＦＣＣに求めている。 

 
イ 英国の状況 

英国においては、政府が、円滑なデジタル移行について消費者に周知を行うための、

「digital_switchover プロジェクト」を実施している。同プロジェクトは、地上デジタル放送推進団体

「SwitchCo」、文化・メディア・スポーツ省、経済産業省及び OFCOM が中心となり、メーカー、小

売業者、プラットフォーム事業者及び消費者団体と連携を図りつつ進めているものである。 

具体的には、店頭において、消費者がテレビ受信機の購入に際して適切な判断が可能とな

るよう、デジタル対応の受信機であることを認定し、明示するための共通ロゴの策定や小売店向

け教育用マニュアルの配布等により、必要な情報提供を行っている。 
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 (3) 今後の方策 

我が国においては、既に、「デジタル放送推進のための行動計画（第５次）」（2004 年 12 月 1 日

／地上デジタル推進全国会議）においては、関係者が合意した努力目標として、以下のように盛り

込まれているところである。 

 

２ 関係者連携による地上デジタル放送の推進 

 （２）各関係者の具体的取組 

カ 受信機メーカー、販売店等  

⑨ 受信機の販売に際しては、放送普及基本計画におけるデジタル放送への移行の

スケジュールやアナログ放送の終了時期に沿って、地上及びＢＳのアナログ放送の

終了時期が正確かつ確実な形で国民視聴者に伝わっていくよう、例えばカタログ

への掲載や商品へのシール貼付、店頭での告知などにより適切な時期をとらえ早

期に周知を行っていく。 

 
上述したような、アナログ受信機の継続出荷、視聴者の認知度不足及び欧米における周知の

取組等を踏まえ、「2011 年アナログ停波」に関する周知を一層強化することが必要である。 

総務省においては、本年 7 月 24 日、新聞紙上に 2011 年のアナログ停波・デジタル全面移行に

関する広告（下図参照）を掲載するなど、視聴者に対する周知活動を進めているところであるが、

引き続き、こうした取り組みの拡充・強化が必要である。また放送事業者においても、それぞれの

放送番組において「2011 年・アナログ停波」に関する告知を実施するなど、視聴者に対する周知

に関する、より積極的な取り組みが望まれる。 

さらに、販売店店頭が消費者との重要な接点であることを踏まえ、消費者に対する適切な情報

提供を行う観点から、消費者に対する「アナログ放送の終期」に関する周知を徹底し、例えば、ア

ナログ受信機に、2011 年 7 月 24 日以降当該受信機が単独では使用不可となる旨告知するステッ

カーを貼付する等の取組を検討することが急務であり、本年中の開始を目処に対応を進めること

が望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 18 アナログ停波・デジタル全面移行に関する新聞広告（2005 年 7 月 24 日掲載） 

 



 

 36

２ 共聴施設の利用者に対する周知 

(1) 共聴施設とは 

共同受信設備を利用して地上デジタルテレビ放送を視聴するいわゆる「共聴施設」を利用して

いる場合には、視聴者がデジタル放送を受信するためには、アナログ放送が終了する２０１１年ま

でに施設の改修や調整が必要となる。共聴施設による受信形態は次の二つに大別される。 

 
ア マンション等の集合住宅共聴施設 

マンション等の集合住宅において屋上に共同のアンテナを設置し、受信する方法であり、通

常の視聴形態のものである。 

イ 難視聴解消共聴施設 

都市部における高層マンションなどの影響で良好な受信環境が得られない場合の改善策と

して、高いビルの屋上に共同アンテナを設置し、共同受信用のケーブルを敷設して視聴する共

聴施設のほか、山間部などにおいて放送電波が弱くテレビが見えづらい地域において、難視

聴解消を目的としてＮＨＫが設置しているものや、地域において自主的に設置している共聴施

設がある。 

例えば、岩手県では 203 施設：約 1 万 5 千世帯、高知県では 330 施設：約 2 万世帯がＮＨＫ

の共聴施設で視聴している状況にあるが、日本全国では集合住宅が 1,872 万戸（平成 15 年住

宅・土地統計調査）との統計もあり、デジタル化への対応が必要となる集合住宅は膨大になるも

のと見込まれる。 

したがって、アナログ放送を停波するためには、デジタル受信機の普及に加え、全国に存在

する集合住宅についても、確実にデジタル化への対応が進められることが重要である。 

(2) 共聴施設のデジタル化 

ア ミッドバンド帯域への周波数変換による対応 

共聴施設の設備すべてが地上デジタル放送の周波数帯域に対応している必要については

前述のとおりである。 

地上デジタル放送は UHF 帯（470MHz～770MHz）の一部を使用して放送を行うため、この周

波数帯に対応していない共聴施設を最小限の改修により対応しようとする場合には、ＵＨＦ帯を

ミッドバンド帯（108MHz～170 MHz）に周波数変換して伝送する改修を行うことで、地上デジタ

ル放送への対応が可能となる。 
図表 19 伝送システムの周波数配列 

 

広帯域施設の伝送帯域 

 狭帯域施設の伝送帯域 ※１  

ＶＨＦ
（Ｌ） 

ミッドバンド 
ＶＨＦ
（Ｈ） 

スーパーハイバンド ＵＨＦ 
     

１３～６２ch 

1～3ch Ｃ13～22ch 4～12ch
Ｃ23～63ch 

※２ 
地上デジタル放送 

 90     108      170    222       468  470        770(ＭＨz) 

    ※１ 狭帯域施設の中には 222MHz までの施設などもある。 

    ※２ ケーブル施設のみ伝送に使用できる周波数帯。電波では陸上移動業務などの用途で使用している。 
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イ 費用のモデル試算 

ミッドバンド帯に周波数変換する場合の改修費用は、既存の都市受信障害共聴施設をモデ

ルに次の条件（①受信点設備：ヘッドアンプを使用して周波数変換、②伝送路設備：線路増幅

等の調整、③棟内設備：棟内増幅器の調整）において検討した結果、デジタル化への対応が

可能となる。（１保安器で集合住宅１棟、戸建て住宅１戸に対応） 

 また、この試算は、ミッドバンド帯に周波数変換するための周波数変換器（ヘッドアンプ）を、

各共聴施設ごとに設置した場合の費用である。本年 2 月から 3 月に岐阜県で行われた実験で

は、１つの周波数変換器でミッドバンド帯に変換した信号を、光ファイバーを通じて複数の共聴

施設で共有する方法の有効性が検証されたところであり、このような方法を活用すれば、各共

聴施設ごとの改修に必要な経費を更に軽減することができる。 

 
 

図表 20 共聴施設のデジタル化のイメージ 

 
  

(3) 今後の対応 

ア 施設改修のための方法等に関する適切な情報提供 

   

① 既に複数の地方公共団体からも指摘されているとおり、前述に示したような、デジタル化へ

の対応策や所要経費について、共聴施設の管理者・利用者に対し、現段階で十分周知さ

れているとは言い難い状況にある。実際、所要経費等については、相当過大に誤解されて

いる例も散見される。こうした状況を放置すれば、受信環境への不安から、共聴施設利用者

の間で受信機普及が進まず、デジタル放送普及の大きな障害の一つとなるおそれがある。 

こうしたリスクを回避する観点から、一般の集合住宅共聴、難視聴解消共聴などの種類を

問わず、まずは、デジタル化に対応するための具体的方法と施設改修に要する費用につい

て、マンション等の施設管理者に対して、正しい情報を早急に実施することが不可欠であ

る。 

混合器 分配器 増幅器ヘッドエンド 保安器 

ＮＨＫ等（ＶＨＦ） ② 周波数変換器 
 （ヘッドアンプ） 
  追加の必要 
  200～300世帯に

対応 

① ＵＨＦ対応の 
  受信アンテナ 
  追加の必要 

※アンテナ、ヘッドアンプの追加費用及び工事費 
     約4,617千円（デジタル8波対応） 
       ＜100保安器数の施設で462万円＞ 

【地上デジタル放送における建造物受信障害の技術的解消方策に関する調査研究報告書 

（平成17年3月】（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会）より。 

既に対応し、 
販売済 

現在販売されている 
受信機は既対応 

ケーブル

レベル調整等

ＭＸ等（ＵＨＦ） 

ＵＨＦアンテナ 

ＶＨＦアンテナ 
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具体的には、政府として、次の方向で、対応方法と所要経費に関する周知を行っていくこ

とが望ましい。 

 

② 既に地上デジタル放送が開始されている地域については、実際に共聴施設の維持・管理

に携わることが多い販売店の協力を得つつ、一般の集合住宅やホテル等の宿泊施設まで、

幅広く、施設管理者に対する周知に取り組む必要がある。既に放送開始地域であることか

ら、本年 9 月を目処に、可能な限り早期に着手することが望まれる。 

あわせて、周知した内容について、共聴施設の利用者等からの問い合わせに対応する観

点から、現在の「総務省地上デジタルテレビジョン放送受信相談センター」の機能強化を図る

べきである。 

 

③ 今後、放送が開始される地域については、上記に加え、地域の実情に応じた地方公共団

体とも密接に連携しつつ、施設管理者に対し、年内を目処に、放送開始スケジュールを含め

た周知に着手すべきである。 

 

 

イ 視聴者の選択肢の多様化 

 

地上デジタル放送で使用されるＵＨＦ帯をミッドバンド帯に周波数変換し、デジタル対応を行

う手法が現時点では廉価な手法であり、放送開始地域であれば、施設の改修後、受信機を購

入すれば、デジタル放送の視聴が可能となる。しかしながら、更に施設改修に要する負担軽減

を図りつつ、視聴者に多様な選択肢を用意する観点からは、アナログ放送終了時までデジタル

放送の視聴はできないが、施設改修を要しないような、新たな手法の検討とその確立をあわせ

て推進すべきである。 

特に難視共聴施設の場合、こうした対策手法を開発する前提として、その受信環境等の実態

を把握することが必要となる。平成 17 年度を目処に、全国地上デジタル放送推進協議会にお

いて、こうした実態に関する現状調査を実施した上、共聴施設の状況に応じたデジタル化対策

手法を取りまとめ、結果を公表していくことが必要である。 

 

３ 「コピーワンス」等著作権保護の運用の見直しについて 

（1） デジタル放送における著作権保護の仕組み 

デジタル放送では、放送番組を、画質を劣化させることなくデジタル信号のままコピーするこ

とが可能である。 

デジタル放送が開始された後、こうしたデジタル放送の特性を利用し、ＢＳデジタル放送にお

いては、音楽番組等を中心に、違法録画物がネットオークションに多数出品されて逮捕者が出

るなど、不正コピーの事例が続いたこともあり、こうした不正を防止し、著作権保護を図るため、

2004 年 4 月から、録画した番組の複製を制限する著作権保護の仕組みの運用として、「コピー

ワンス（コピー１世代）」が導入された。 

これは、「１回のみコピー可能」というコピーの制御をする場合には、録画された番組は、他の

デジタル録画機器へオリジナルを残したまま複製すること（ダビング）ができなくなる、という仕組

みである。この仕組みは、デジタル放送を視聴・録画するため「暗号を解除」する機能を持つ  
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Ｂ－ＣＡＳカードが、コピー制御信号に正しく反応する受信機を製造する受信機メーカーにのみ

支給される、という契約によって担保されている。 

「コピーワンス」で運用した場合、放送番組をハードディスクレコーダーに録画し、それを DVD

等の記録媒体にコピーすると、オリジナルは消滅する。つまり、DVD 等へのコンテンツの移動

（ムーブ）は可能であるが、ハードディスク上にコンテンツを残したままコピー（ダビング）すること

はできない。また、放送番組を DVD 等の記録媒体に録画した場合、直接録画した媒体は再生

することができるが、それをさらにコピー（ダビング）することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

図表 21 コピーワンスの運用 

 
 

(2) デジタル放送における著作権保護の仕組みの導入経緯 

コピー制御の方式として、上記のような保護の仕組みが採用された背景には、次のような事情が

あると考えられる。 

 

ア デジタル放送における著作権保護に関する議論が開始された 1998 年当時、受信機からデ

ジタル録画機への高速のデジタルインタフェース（IEEE1394）に対し、セキュリティ保護の仕組

みを提供していたのは、いわゆる「５Ｃ」によって規格化された「DTCP」方式のみであった。 

 

イ DTCP 方式において、ＣＣＩ（コピー制御信号）は２ビットの信号であり、その中で無料放送と

して採り得る制御方式は、「コピーフリー」か「コピーワンス」の２つであった。 

 

 

（参考） DTCP(Digital Transmission Content Protection)  
松下電器、米 Intel、日立製作所、ソニー、東芝の 5 社（いわゆる「5C」）が共同で開発し、

1998 年に発表した、デジタルコンテンツの保護技術。IEEE-1394（i.LINK）を使って接続したデ
ジタルデバイス間で通信を行う機器間で認証と暗号化をすることで, 音楽や映像等のコンテン
ツの不正コピーや不正な取り出し, 不正な改ざんなどを防ぐ規格。  

 

 

 

 

HDDレコーダーから
DVDへのダビング

ビデオテープの
ダビング

○

○

○

HDDレコーダーから
DVDへのダビング

は「移動」のみ

ビデオテープの
ダビングは
実質不可能

△

×

×

元のコンテンツ
は消滅

特定のシーンの抽出、結合等、
自由な編集が可能 加工、編集は不可

【【アナログ時アナログ時】】 【【デジタル時デジタル時】】

HDDレコーダーから
DVDへのダビング

ビデオテープの
ダビング

○

○

○

HDDレコーダーから
DVDへのダビング

は「移動」のみ

ビデオテープの
ダビングは
実質不可能

△

×

×

元のコンテンツ
は消滅

特定のシーンの抽出、結合等、
自由な編集が可能 加工、編集は不可

【【アナログ時アナログ時】】 【【デジタル時デジタル時】】
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図表 22 サービス形態別の著作権保護 

 

サービス形態

○ ○ ○ ○

○ ○ × ○

○ ○ × ○

　ペイパービュー

　月極め等有料放送

　コンテンツ保護無料放送

コピーフリー コピーワンス コピーネバー 出力保護

 
 

 

ウ こうした状況の中で、1998年から地上デジタル放送を開始したアメリカでは、著作権保護の

仕組みに対応することが困難な受信機が既に発売されていたこと等の事情から、無料放送に

おいてはコピー制御を行わず、「インターネットへの無制約なコンテンツ流出」を阻止するため

の仕組み（ブロードキャスト・フラグ）を導入する方向である。 

   一方、我が国の放送事業者としては、 

① コピー制御を実施しない場合、ハイビジョンなど元の画質を損なわないまま、様々な記録

媒体への複製が可能となり、海賊版ビデオ・DVDの流出を抑制することが困難となること。 

② 海賊版ビデオ・DVDの流通及びインターネットへの流出はともに阻止すべきであること。 

そのことによって、内外の権利者の理解を得て良質の番組を制作・調達・放送することが可

能となり、デジタル放送の一層の普及に資すると考えられること 

等の事情を考慮した上、「コピー制御を行わない」という選択肢を採らなかったものである。 

 

(3) 利用者等からの指摘 

デジタル放送におけるコピー制御の概要及びその背景については上記のとおりであるが、こ

うした仕組みやこれに対応した受信機・録画機の機能について、デジタル受信機等を製造・販

売するメーカー等に対して、以下のような趣旨の指摘が寄せられているところである。 
 

① ダビングやコンテンツの加工（部分取り出し、編集等）ができないことに関するもの 

「コピーワンス」について、録画した番組を１回（１世代）であれば「ダビング」できると解して

いる利用者は多く、コピーするとオリジナルが消滅し、ダビングや編集が困難となることに関

する指摘がある。 

② バックアップができないことに関するもの 

コピーするとオリジナルが消滅し、コンテンツのバックアップができないことや、ハイビジョン

のコンテンツをいったん SD カードに保存（ダウンコンバート）した場合、元のＨＤコンテンツを

保存（アップコンバート）することが不可能となること等に関する指摘がある。 

③ 「ムーブ」失敗によるコンテンツ損失に関するもの 

ムーブ先の媒体不良・容量不足や電源断等によりムーブが正常に終了しなかった場合、

録画したコンテンツはムーブ元・先のいずれにも残らず消失することに関する指摘がある。 
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④ コンテンツの並列利用が不可能となることに関するもの 

記録媒体へコピー（ムーブ）するとオリジナルが消滅するため、ハードディスクに録画したコ

ンテンツを車の中や、携帯端末、別のテレビで見る等並列で使用することが不可能となること

に関する指摘がある。 

⑤ Ｂ－CAS カードに関するもの 

   放送番組の伝送時にスクランブルをかけているため、暗号を解く「鍵」である「Ｂ－ＣＡＳカ

ード」がなければ視聴できず不便であることに関する指摘もある。 

 

以上に加え、メーカーの開発現場等からは、コピーワンスやＩＰへの出力禁止のため、今後導

入が期待される「ホームネットワーク」の実現が困難となるおそれがあることに関する指摘もある。 

 

(4) 今後の対応 

本来はコピーの権利は著作権者等にあるものであり、コピーには著作権者等の許諾が必要で

ある。そして、放送番組は放送事業者をはじめとする多数の権利者で構成されており（「権利の

束」）、デジタル放送の普及に資する良質のコンテンツの制作・調達には、著作権保護の導入によ

って、権利者が安心して放送にかかわることのできる環境整備が不可欠となっている。 

一方、放送のデジタル化を進める諸外国の状況や、現在のデジタル放送の受信機の普及状況

等を勘案すると、現時点では、視聴者の利便性を確保し、放送事業者、メーカーをはじめ関係者

が一体となって、デジタル放送受信機の普及に向けたあらゆる障害を取り除くことも必要であると

考えられる。 

 

以上に鑑み、当審議会としては、次のように考える。 

 

ア デジタル放送で必須となる「著作権の保護」と 2011 年の完全移行に向けた「視聴者の利便性

の確保」、「受信機の普及」との両立が求められる中にあって、デジタル放送番組のコピーに対

する考え方の原点は「複製は私的録画の範囲であること」であると考える。こうした観点からは、

「コピーワンス」等著作権保護の現在の運用を固定化する必然性はなく、私的利用の範囲で、

視聴者の利便性を考慮して運用の改善に関係者一体となって対応していくことが必要であり、

この点について、放送事業者をはじめ関係者の間で基本的な理解の相違はないのではないか

と考えられる。 

 

イ 現在、ハードディスク内蔵のデジタル録画機は急速に普及しており、アナログ放送における簡

便なダビング・編集に慣れた視聴者が急速に拡大していると推測されるが、こうした状況の中

で、先に指摘したような視聴者の不満を放置すれば、2011 年に向けた受信機の普及にとって

大きな障害となるおそれがあるとの指摘もある。 

 

ウ 今後は、視聴者の利便の向上と受信機の普及を図る観点から、技術・ル－ルの動向も踏まえ

て、適宜、いわゆる「コピーワンス」等著作権保護の運用を見直していくことは必要であり、可能

な限り早期に、メーカー・著作権団体・放送事業者等による検討の場を設置し、例えば、「ムー

ブが完全に行われたのを確認してからのオリジナルの消去」、「私的利用の範囲に限定される

家庭内ＩＰ伝送」等について、技術的に実現する方向で検討していくことが必要である。  
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そして、こうした「コピーワンス」等著作権保護の仕組みの運用の柔軟化と併せて、不正なコピ

ーに対する監視や警告を実効性をもって行う組織や、不正コピーに係る適切なリスクの分担を

実現する社会的な仕組みづくりに向けた検討を、早急に始めることが必要である。 

目標時期としては、本年９月を目途に、上記の関係者による検討の場を設けて検討に着手

し、年内を目途に結論を得るよう努めることが望まれる。 

 

エ  なお、今後サービスが開始される「サーバー型放送」における著作権管理システムとしては、

現在、「S-CAS（Conditional Access System）」として、個々の端末を単位として捉えるのではな

く、例えばホームネットワーク等の限られた範囲（ドメイン）を一体として捉え、その範囲内では

「コピーフリー」とすることを可能とするなど、より柔軟な著作権管理の在り方が検討されていると

ころである。利用者の利便性の観点からも、サービス開始時から、利用者ニーズに即した仕組

みが導入されることが期待される。 
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第３章  「通信・放送融合」の成果の積極的活用 

Ⅰ 基本的な考え方 

通信及び放送分野におけるデジタル化の進展や、技術革新による伝送能力の飛躍的向上等

に伴い、通信と放送サービスの端末、ネットワーク等の共有化や、通信、放送分野における事業者

の相互参入などが多く見られるようになってきており、こうした現象を捉えて、「通信と放送の融合」

と呼ばれている。 

こうした「通信・放送融合」は当然の流れであり、「参考」に示すとおり、政府、事業者ともに、「制

度」「技術」「ビジネス」のあらゆる側面において、以前から必要な対応を実施してきており、現在

も、「融合」への対応は着実に進められているところである。そして今後とも、こうした「融合」が積極

的に推進されるべきであることは、政府、事業者をはじめ関係者の共通認識であると考えられる。 

当審議会としては、アナログ放送にない、デジタル放送の最大のメリットは、「通信・放送融合」

の成果を活用し得ることにあり、2011 年のデジタル全面移行に向け、「融合」を積極的に活用する

ことこそ、視聴者の利便向上と、効率的なデジタル放送ネットワーク整備を可能とする鍵であると考

える。 

 

(参 考:「融合」の形態について) 

①端末の融合 

テレビジョン放送の受信、録画ができるパソコンや携帯電話、インターネットに接続すること

のできるテレビジョン受信機など、１つの端末で、通信と放送の両方のサービスを受けること

が可能である端末の普及が進んでいる。特に、地上デジタル放送の「携帯端末向け」サービ

ス（2005 年度末頃を目処に開始予定）の受信機能、及び携帯電話の機能の双方を持つ受

信機については、近年各メーカーが試作機の開発・公開に積極的に取り組んでおり（※）、

約 8,000 万にのぼる携帯電話の利用者に対する、潜在的な普及の可能性に期待がよせられ

ている。 

現段階では、通信用端末と放送用端末を単純に組み合わせた機能を有するものが中心

であるが、端末の融合が進展すれば、１つの端末で通信、放送それぞれが個々に有しない

機能を相互に補完したようなサービスを利用できる端末が出現する可能性も高まり、視聴者

の利便性の向上も期待されるところである。 

こうした端末の融合について、制度上特段の制約はない。総務省としては、「通信・放送融

合技術開発の促進に関する法律」に基づき、平成１６年度に、携帯端末内蔵に向けた低消

費電力のデジタル放送用１チップチューナーの開発に対して技術開発促進助成金を交付す

るなど、その促進に努めている。 

※2004 年 10 月に開催された「CEATEC JAPAN 2004」においては、4 社から、「携帯端末

向け」サービスの受信機能を持つ携帯電話型の端末試作機の展示が行われた。 

 

②伝送路の融合 

通信衛星を利用した役務利用放送、通信事業者の加入者系光ファイバ網を用いた役務

利用放送、ケーブルテレビネットワークの空き帯域を使ったインターネット接続サービスなど、

１つの伝送路を通信サービスにも放送サービスにも利用できる伝送路の共用化が進んでい

る。このような伝送路の融合の進展に対応するため、以下のような制度が措置されている。 
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・ 平成 11 年には、ＣＳ放送において、ハード・ソフトを別々の主体として取り扱う制度（受

委託放送制度）を創設。委託放送事業の認定事業者数は、平成１７年６月現在、96 社と

なっている。（BS 18 社、CS 61 社、110 度 CS 17 社） 

・ 平成 13 年 1 月には、電気通信役務を利用して放送を行うこと制度化した「電気通信役

務利用放送法」を施行。登録事業者数は、平成１７年６月現在、衛星役務放送事業者

45 社、有線役務放送事業者 14 社となっている。 

 

また、伝送路の融合に係る技術開発についても、無線とＩＰマルチキャストの組み合わせの

下で、放送と同等の伝送品質の実現を図る「ＩＰマルチキャスト冗長化システム」の研究（平成

１４年度）に対して、前記の通信・放送融合技術開発促進助成金が交付されるなど、積極的

に推進されている。 

  

③事業体の融合 

ケーブルテレビ事業者が電気通信事業に参入し通信サービスを提供するケースなど、電

気通信事業と放送事業を兼業する、「事業体の融合」が進んでいる。特に、ケーブルテレビ

事業者は、「事業体の融合」において先導的な役割を果たしており、平成１７年 3 月現在、電

気通信事業者と兼営する事業者数は、372 事業者に達している。 

ケーブルテレビ事業者や、電気通信事業者の中には、インターネット、映像配信、ＩＰ（光）

電話の３つのサービスを提供する、「トリプルプレイ」と呼ばれるサービスを提供する事業者も

現れている。 

電気通信事業と放送事業の相互参入については、現行制度において特殊法人として業

務が規定されているＮＴＴ持株会社及び東西地域会社とＮＨＫを除いて、特段の制限はな

い。 

 

④コンテンツの融合 

デジタル放送向けに制作されたコンテンツについて、その二次利用としてインターネット配

信を行うなど、今後は、デジタルコンテンツを通信、放送相互に利用する「コンテンツの融合」

の進展が予想される。 

以上の実現には、制度上の特段の制約はないが、著作権者等の許諾は必要となる。既に

放送事業者において、放送コンテンツのインターネット配信など、「コンテンツ融合」に向けた

積極的な動きが見られることは第一部で指摘したおりであるが、総務省としても、通信、放送

の区分にとらわれないコンテンツ流通促進の観点から、著作権等の権利許諾手続きを円滑

にするためのシステム構築やビジネス環境整備等、関係方面と連携しつつ取り組んでいる。 

 

融合の内容は、「参考」に掲げたとおりおおむね 4 つの形態に整理されるが、地上放送のデジタ

ル化を推進する上で、特にその活用が重要と考えられるのは、「伝送路の融合」及び「コンテンツ

の融合」である。以下、ぞれぞれの具体的な活用の在り方について検討を行う。 
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Ⅱ 伝送路の融合 

１ 基本的な考え方 

地上波は、「誰でも容易にアクセス可能」で「同時性・同報性」にも優れ、かつ「安価」で「安定」し

た伝送手段であることが過去数十年の実績によって立証されており、基幹メディアである地上放送

の伝送手段には最もふさわしいものと考えられる。したがって、地上デジタル放送の伝送路につい

ては、アナログ放送の時代と同様、今後とも、地上波中継局によることを原則とすべきである。 

しかしながら、2011 年まで僅か 6 年を残すのみであり、前述したとおり、2011 年アナログ停波の

円滑な実現には、それ以前に十分な時間的余裕をもって、所要のすべての措置を終了することが

必要となる。こうした状況にあっては、地上波中継に「並行」あるいは「代替」し得る伝送手段につ

いて、各々の伝送手段を担う事業者間の「公平な競争」の担保に配意しつつ、あらゆる選択肢を

検討し、可能なものは直ちに実行することが不可欠である。 

地上放送の伝送路としては、現在でも、地上アナログ放送の視聴者の約 3 割はケーブルテレビ

を介して視聴しているなど、ケーブルテレビが大きな役割を果たしている。近年、ケーブルテレビ

事業者は、デジタル化についても前倒しで積極的に投資を行い、デジタル放送開始と同時に再

送信サービスを開始しており、現時点において、HD 伝送はじめ地上デジタル放送と同等のサー

ビスを提供し得るほぼ唯一の再送信手段として、デジタル放送の普及に大きく貢献していると考え

られる。第 1 部に示したとおり、既にケーブルテレビを介した地上デジタル放送の視聴可能世帯数

は約 1060 万世帯に達しており、政府としても、地上デジタル放送の普及等におけるケーブルテレ

ビの役割の重要性を踏まえ、引き続き、デジタル化に対応したケーブルテレビ施設の高度化を促

進していくべきである。 

一方、昨今の、いわゆる「伝送路の融合」の進展によって、技術的には、デジタル放送の送信手

段として、更に特徴を異にする複数の伝送路を選択することが可能となっている。上記に示した観

点から、以下、①昨今、公衆通信網における導入が積極的に進められている「ＩＰマルチキャストを

用いた光ファイバ等の通信インフラ」、②広大な地域をカバーするための効率的な伝送手段であ

る「衛星」 の二つの伝送手段の利用可能性について検討を行う。 

２ ＩＰ伝送 

(1) 基本的な考え方 
従来、電話回線に使用する公衆網は、主に音声の送受信を前提に構築されており、接続中は

一定の伝送容量を占有し、音声通話と親和性の高い「回線交換方式」によるものであった。 しか

し、インターネットの登場等によるデータ・トラフィック需要の急激な増加に伴い、トラフィック発生の

都度、データをパケットに分割して伝送を行う「パケット交換方式」による伝送方式の重要性が増

し、現在公衆網においては、インターネットと親和性の高いＩＰ伝送に対応したネットワークへの変

化が急速に進展していることは周知のとおりである。 

大容量のデータを多数の相手方に効率的に配信するための技術としては、一つの光ファイバ

中に多数の波長を多重させる WDM が実用化されており、既にこの方式を採る電気通信役務利用

放送事業者に対しては、地上放送の再送信が認められている例も見られる。今後さらにこうした方

式についての再送信が促進され、地上デジタル放送の普及に資するよう、この方式による伝送の

一層の低廉化、効率化が図られることが期待される。ＩＰの分野においても、同様の目的を実現す

る技術としてＩＰマルチキャストが実用化されているが、現在、この方式を前提とした地上波再送信

は認められていない。 
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ＩＰは、回線の効率的な使用を可能とする優れた伝送方式の一つであり、公衆通信網におい

て、そのＩＰ化が現在急速に進展していることは既に指摘したとおりである。したがって、ＩＰマルチ

キャストを用いた光ファイバ等の通信インフラ（以下「ＩＰインフラ」という。）については、地上波放送

と同等のサービス実現に必要な一定の条件が満たされた場合には、条件不利地域に限らず、地

上デジタル放送を視聴者まで配信する伝送路として積極的に活用すべきであり、政府としては、

技術・制度の両面から、これを促進するための環境整備に努めていくことが必要と考える。 

 

(2) 第 1 次中間答申との関係 

このような通信インフラの利活用に関し、当審議会は、昨年の第 1 次中間答申において、地上

デジタル放送の全国普及を図る上で、条件不利地域における活用など一定のルールの下、地上

デジタル放送の補完的サービス提供手段として活用することが効果的という趣旨の提言を行って

いる。 

しかしながら、地上デジタル放送をめぐる昨年の中間答申以降の状況変化等を勘案した結果、

ＩＰインフラの活用については、上記(1)の内容を基本的な方向として推進することが適当との結論

に至ったものである。理由はおおむね以下のとおりである。 

第一に、2011 年全面移行に向け、送信・受信双方の環境を整備すべき実質的な目標である

2010 年までに残された期間は、5 年という限られた時間であること。地上放送のデジタル化は、地

上波中継局によるカバーを原則としつつも、視聴者に対し、想定し得るあらゆる選択肢を用意する

ことによって、地上デジタル放送の普及を加速・推進する必要性が高まっていることである。 

第二に、e-Japan 戦略の下、昨今、いわゆるブロードバンドサービスの普及率は飛躍的に拡大

し、平成 16 年 12 月末におけるブロードバンド契約者数の合計数は、約 1,951 万契約となり、2,000

万契約まであと一歩という状況であり、急速に普及している。こうした環境の下、ＩＰを用いた通信イ

ンフラを地上デジタル放送の伝送手段の一つと位置付けることは、その普及の加速に大きく貢献

するものと期待できる。 

図表 23  ＦＴＴＨアクセスサービス契約者数 
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第三に、都市部において地上デジタル放送の伝送手段としてＩＰインフラを活用することは、い

わゆる都市難視聴を解消するための手段としても有効と考えられる。また、①都市部における若年

層の一部に見られるように、テレビ受像機を置かず、パソコンのみで地上放送を視聴しているよう

な新たな視聴形態の増加、②パソコンを介したインターネットへの全体的な視聴者の接触時間の

増加、等の傾向を指摘する意見があることを踏まえれば、ＩＰインフラの活用によって、こうした新た

な視聴者層の間でも、地上デジタル放送の普及が進む可能性が高まるとも考えられる。こうした事

例も含め、都市部において、受信手段に関する選択肢の拡大を通じ、視聴者利便の向上が期待

されるとともに、民間放送事業者にとっても、新たな市場とビジネスチャンスが拓かれ得ると考えら

れる。 

図表 24 最近 1 年でのメディア接触時間の増減 

 

 

 

 

 

 
（野村総合研究所 ブロードバンドの普及状況、メディア利用時間の変化等 

に関する調査（2005 年 5 月 31 日 報道発表資料） より作成） 

 

第四に、通信インフラ利用を、放送事業者による投資が困難な条件不利地域に限定すれば、

通信サービスを提供する事業者にも、所要の投資やサービス提供に対するインセンティブは働か

ず、結果として通信インフラ利用の現実的可能性を低下させるおそれがあることである。ＩＰインフラ

の活用を都市部に拡大してこそ、条件不利地域のコストを都市部で回収することを想定した新た

なビジネスモデルの可能性が拓かれ、当該インフラの魅力と、これに対する利用者ニーズも高ま

り、条件不利地域を含めたＩＰインフラ整備と、これを活用した地上デジタル放送の普及の一層の

加速・推進が可能となるものと考えられる。 

 

(3) ＩＰインフラを用いた地上波再送信（以下「ＩＰ再送信」という。）の実現に向けた目標 

ＩＰインフラの利用に関する当審議会の考え方と、そこに至る経緯については、おおむね以上の

とおりである。こうした経緯と、本項冒頭に示した地上放送の伝送路に関する基本的な考え方を踏

まえた上で、当審議会としては、ＩＰ再送信については、2008 年中に、HDTV 品質によって、全国

で開始することを目標として、政府及び放送事業者その他の関係者が所要の取組を推進すべき

であると考える。 

そして、ＩＰ再送信を行うための技術上・運用上の仕組みを確立するには、実地検証を含めて相

当の期間を要することを勘案し、2008 年までに再送信を実施するための仕組みを確立するため、

都市難視聴上の効果の検証等を含め、2006 年から SD 品質においてＩＰ再送信を開始することが

必要と考える。 

以上の目標の実現に向け、政府及び放送事業者等関係者が取り組むべきと考えられる事項に

ついては、おおむね次のとおりである。 
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(4) 政府として取り組むべき事項 
政府としては、上記の目標を確実に達成する観点から、以下それぞれの項目について示す年

次目標の下に、ＩＰ再送信に関する諸条件を整理するとともに、制度面、技術面から、所要の環境

整備を進めることが必要である。 

 

① ＩＰ再送信に関する整理等 

 

標記については、政府は以下の 3 点を実施する必要がある。 

ア 2005 年内に、「地域限定」「同一性保持」「著作権保護」など、ＩＰ再送信において確保される

べき技術面・運用面の条件について整理し、公表する。 

 

イ 上記の検討と並行して、2005 年内に、放送事業者、通信事業者、メーカー等関係者の参加

を得て、当該条件を担保する「技術的手段」と「その運用方法」の確認と検証等を行うための

実証実験に着手し、2005 年度内に結論を得る。 

 

ウ 2005 年内に、再送信を行う目的、主体やその性格など、2006 年から実施されるＩＰ再送信の

具体的な進め方について、放送事業者や通信事業者等関係者の参加を得て検討を行い、

遅くとも 2005 年度内に結論を得る。 

 

具体的にはそれぞれ次のとおりである。 

 

ア 2005 年内に、ＩＰ再送信において確保されるべき技術面・運用面の条件を整理・公表 

現行制度の下では、放送サービスの伝送路として何を選択するかについては、提供主体で

ある放送事業者の判断によることとなっている。そして、地上デジタル放送の普及を推進するた

め、ＩＰ再送信を積極的に活用する観点からは、こうした「条件」が明確化され、放送事業者や通

信インフラの提供主体等関係者の間でも広く共有されていることが望ましい。 

そして、当該「条件」は、技術及びその運用の両面から検討される必要があるが、それぞれの

内容は、基本的には、次のような方向で整理されるべきである。 

 

(ア) 技術面の条件 

まず技術面において、地上放送事業者によって、当該ＩＰインフラが地上デジタル放送の

伝送路として許容されるための要件は、おおむね以下の 3 点と考えられる。 

 

第一に、ＩＰインフラを用いた地上デジタル放送の送信が、当該放送対象地域内に限定さ

れることの技術的担保が得られていることである。 

現在の制度は、特定の地域を「放送対象地域」として、当該地域ごとに放送局の免許を付

与するいわゆる地域免許制度を採っている。現状では、こうした制度について、直ちに抜本

的変更することが必要との社会的コンセンサスが得られている状況とは考えられず、ＩＰによる

送信を実施する場合にも、現行制度との整合性の確保を図ることが必要と考えられる。した

がって、当該放送対象地域外に居住する視聴者が、ＩＰインフラを通じて、当該放送を視聴す

ることを回避するための技術的担保が必要となる。 



 

 49

第二に、送信される地上デジタル放送の内容及び品質の両面から、当該放送対象地域に

おいて放送される全チャンネルの伝送を含め、その同一性を保持するための技術的担保が

得られていることである。 

放送事業者は、伝送される放送番組を編成・編集する権利を有すると同時に、視聴者との

関係で、当該放送番組の内容・品質にかかわる責任を持つ。そして、当該放送対象地域で

実施される放送のうち、どのチャンネルや放送番組を選択するかは視聴者に委ねられること

が原則であって、その選択に視聴者以外の者の意思が介在することは回避されなければな

らない。 

したがって、ＩＰインフラを用いて伝送される場合であっても、①CM や、データ放送等サー

ビスメニューを含めた情報内容が改変されないこと、②伝送遅延等によるブロックノイズや、い

わゆる「音ずれ」の発生など、地上波と比較して著しい品質低下が生じないこと、③放送対象

地域内の全チャンネルが伝送されること、の 3 点が技術的に担保されることは必要である。 

 なお、以上のような技術的担保手段の内容を整理する際には、次の 2 点に配意することが

必要と考えられる。 

ii） 前記③の全チャンネル伝送と、ＩＰマルチキャストの関係に係る事項 

ＩＰマルチキャストを用いて地上放送の再送信を行う場合には、通常のＩＰ通信と異なり、

視聴者の端末を収容する局舎（いわゆる「最寄り局舎」。下図参照。）の設備までは、視聴

者の要求していないチャンネルも含めてすべてのチャンネルの情報が常時伝送されてい

る。全チャンネル伝送の要件が、チャンネル選択に視聴者以外の者の意思の介在を回避

することにあることに鑑みれば、当該要件が充足されているか否かは、ＩＰマルチキャストに

対応した端末のインターフェースが、「視聴者に対し、チャンネル選択における操作性・一

覧性等の面で従来のテレビと同様の環境を実現しているか否か」を基準として評価される

ことが望ましい。当該要件の目的と、視聴者の利便性の観点から見れば、視聴者の端末ま

で、物理的に全チャンネル伝送が行われているか否かを基準とする必然性には乏しいと考

えられる。 

図表 25 ＩＰマルチキャストのイメージ 
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ⅱ） 同一性保持の要件のうち、映像の品質に係る事項 

       HDTV 伝送は、地上デジタル放送の特徴のうち、視聴者に最も支持を受けているもの

の一つであり、現在ケーブルテレビによる再送信も HDTV 品質で実施されていることか

ら、2008 年においては、ＩＰ再送信は、HDTV 品質で実施されるべきである。 

       しかしながら、先に指摘したとおり、2008 年の開始を確実なものとするためには、受信

機の製品化を含め、先行して技術及び運用面の仕組みを確立することが必要である。

そして、このためには、実地検証を含め、2006 年中には再送信を開始することが不可欠

である。以上の点を踏まえ、現在の通信事業者の設備の対応状況を勘案すれば、2006

年の再送信の開始時においては、SDTV 品質によることが適当と考えられる。 

 

第三に、ＩＰインフラによる伝送を実施するに際して、地上デジタル放送と同様に著作権保

護を実現するため、DRM 技術その他の技術的担保が得られていることである。 

デジタル化の特徴の一つは、「オリジナルと全く同一の品質」を保持して「簡便に複製」する

こと、及び「オリジナルからの品質劣化」を最小限に止めつつ「大幅に容量を圧縮すること」を

可能とすることにある。こうした状況の中で、コンテンツに関する著作権者等から、違法複製の

危険が増大しており、その防止の必要性が急速に高まっていること等の指摘が再三行われて

いることは周知のとおりである。ＩＰインフラで伝送する場合にも、こうした指摘に応え、著作権

者や放送事業者等の理解が得られるような、技術的担保が必要である。 

 

(イ) 運用面の条件 

上記の技術的条件を充足するＩＰインフラについては、地上デジタル放送の伝送路の一つ

として扱うことを基本とすべきであるが、実際に伝送を行う場合の運用面の条件として、以下

の事項が整理されていることが望ましい。 

第一に、送信を実施する主体に関する事項である。既に指摘したとおり、ＩＰインフラという

通信手段を用いた放送は、現行制度上は「電気通信役務利用放送」と位置付けられる。この

制度を前提とすると、送信形態としては、次の二つが想定される。送信に携わる関係者の間

では、以下のいずれの形態に拠るか、明確化されていることが望ましい。 

 

i） 地上放送事業者が、自ら電気通信役務利用放送事業者(以下「役務放送事業者」とい

う。)となって、通信事業者の提供するＩＰインフラを用いて放送サービスを提供する形態。

上記の技術的条件は、当該放送事業者が、使用するＩＰインフラを選定する基準として機

能することとなる。 

 

ii） 地上放送事業者が、当該事業者以外の役務放送事業者に対し、再送信同意を実施す

る形態。役務放送事業者については、民間事業者、公益法人など様々な形態が可能であ

る。上記の技術的条件は、再送信同意が行われるための条件として機能することとなる。そ

して、一般的には、再送信に係る著作権許諾手続については、当該役務利用放送事業者

が実施することが適当と考えられる。 



 

 51

なお、後述するとおり、i）の形態の実施には、政府として、所要の制度上の手当てが必

要となる。 

第二に、ＩＰインフラによって送信される地域を限定するための、技術的手段の運営に関

する事項である。 

送信地域を限定するためには、特定の地域の視聴者を認証する技術的な仕組みが不

可欠である。こうした仕組みの提供主体には、所要の技術リオリジナルがあれば、役務放

送事業者、通信事業者の双方ともになり得るとは考えられるが、いずれにせよ、認証を担う

主体とその運営に関し、放送事業者の具体的な関与の在り方について、送信に携わる関

係者間で整理されていることが望ましい。 

 

イ 2005 年内に実証実験を実施 

政府は、上記に示した技術面・運用面の条件の整理・公表に早急に着手・実行すべきである

が、並行して、平成 17 年度予算に盛り込まれた「地上デジタル放送公共アプリケーションパイロ

ット事業」（以下「パイロット事業」という。）において、以下の２点に関して、視聴者や、放送事業

者その他の関係者に目に見える形で確認する実証実験を実施し、2005 年度内に結論を得るべ

きである。 

 

（ア） 既に開発された具体的な技術的手段によって、技術面の 3 つの条件を解決することが

可能であること。 

（イ） 放送の伝送を実施する主体や地域限定機能の運用、「2006 年」「2008 年」等再送信開

始に関するスケジュールの円滑な実施に必要な事項等、運用面から整理すべき課題につ

いても、一定の具体的解決方法があり、実現可能なこと。 

 

なお、政府における条件の整理と、こうした実証実験は並行して実施され、それぞれの進捗

状況に応じ、必要な都度相互にフィードバックを行っていくべきである。2011 年のデジタル全面

移行を確実に実現する観点から、伝送路に関する視聴者の選択肢を拡大することの緊要性は

再三指摘したとおりであり、また現在までに得られた情報等の範囲で、条件整理に着手すること

は可能であって、実証実験の結果を待つ必要はないと考えられる。 

 

ウ 2006 年に開始されるＩＰ再送信の進め方の検討 

2008 年におけるＩＰ再送信においては、HD の映像品質の確保をはじめ、地上波直接受信と

の「同一性」保持に係る条件が遵守されなければならない。そして、地上波再送信を担う現在ほ

ぼ唯一のメディアであるケーブルテレビにおいては、事業者の相当の努力の下にこうした条件

が担保され、再送信が実現しているところであり、こうした事業者と、今後ＩＰ再送信に携わる者

の間の均衡には十分配意していくことが必要である。 

 

 2008 年の全国開始の実現を確実なものとする観点から見れば、 

（ア） 技術及び運用上の仕組みの確立には、実地検証も含めて相当の期間を要することか

ら、2006 年内には再送信を開始すること 

（イ） その際、通信インフラの対応状況に鑑みれば、映像品質については、当面 SD 品質で

行うこと 
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の２点が必要であることは、既に指摘したとおりである。しかしながら、「同一性保持」に係る上記

の観点も踏まえれば、2006 年に開始されるＩＰ再送信の具体的な進め方については、以下のよ

うな点について、放送事業者や通信事業者等関係者の参加を得て更に検討を行い、2006年開

始に向け、遅くとも 2005 年度内には結論を得ることが必要であると考えられる。 

Ａ 再送信の目的 

   ＩＰ再送信の目的は、視聴者の選択肢を拡大することによって、地上デジタル放送の普及

を加速・推進することにある。したがって、2006 年からＩＰ再送信を開始するに当たっては、普

及推進における効果の検証がなされることが望ましい。特に期待される都市難視聴解消上の

効果をはじめ、どのような観点からの効果検証を目的とすべきか検討することが必要である。 

Ｂ 再送信の主体等 

  2006 年から再送信を開始する主体については、以下のとおり、今後のＩＰ再送信の基盤をな

す技術・運用面の仕組みを構築する重要な役割を担うこととなる。したがって、その制度上の

位置付けや、当該主体に対し再送信同意を行う放送事業者や、既に地上波再送信を実施し

ている事業者等関係者の理解を得られる主体の在り方など、その性格について、検討するこ

とが必要である。 

Ａ） 前記アにて整理される技術面の条件を満たす再送信システムの構築・運営 

Ｂ） 前記アにて整理される運用面の条件に沿った事業の運営、特に当該主体に地域性

の確保を委ねる放送事業者の関与の確保  

Ｃ） 地上デジタル放送普及におけるＩＰ再送信の効果の検証 

 

② 制度環境整備 

ＩＰインフラによる地上デジタル放送の送信を促進する観点から、以下のような制度環境整備に

着手することが必要である。 

 

第一に、地上放送事業者が、自ら役務放送事業者として、当該事業者の放送対象地域内でＩＰ

インフラを用いた送信を実施する場合の制度上の取扱いの検討が必要である。 

現行制度では、電気通信役務利用放送法上、地上放送事業者が、当該放送対象地域におい

て役務放送事業者として登録することはできない。2011 年全面移行の確実な実現を図る観点から

は、ＩＰインフラを用いて放送を行う主体に関する制約を緩和することにより、送信に携わる関係者

が採り得る選択肢を可能な限り拡大しておくことが望ましく、地上放送事業者が自ら役務放送事業

者として登録し得る制度環境を整備する方向で、早急に検討に着手し、2005 年度内には結論を

得るべきである。 

 

第二に、役務放送事業者が、ＩＰインフラを用いて地上デジタル放送の再送信を行う送信形態

が、著作権法上、「有線放送」に該当するか否か、制度上の取扱いの明確化を図ることが必要で

ある。現状では、電気通信役務利用放送法上の「電気通信役務利用放送」と著作権法上の「放送

等」とは、その定義を異にしているところであり、ＩＰインフラ を用いて地上デジタル放送の再送信

を行う送信形態は、視聴者それぞれがコンテンツの提供を求めることにより初めて当該コンテンツ

が自動的に送信されるものであり、それが電気通信役務利用放送法上の電気通信役務利用放送

に該当するか否かにかかわらず、公衆によって同一の内容の送信が同時に受信されることを目的

として行う送信形態ではないと考え、著作権法上「有線放送」には当たらない、という解釈もあるな

ど、制度上の取扱いは明確となっていない。 
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著作権法と電気通信役務利用放送法は、その趣旨と保護対象等を異にする制度であり、「放

送」の内容の解釈についても、それぞれの法の趣旨に照らして異なる結論があり得ることは当然で

ある。しかしながら、役務放送事業者が、上記の技術面の 3 条件を満たすＩＰインフラを用いて「放

送」を行う場合の著作権法上の取扱いについては、政府は早急に検討に着手し、前記(3)「ＩＰイン

フラを用いた地上波再送信の実現に向けた目標」に示した時間軸も踏まえ、明確化を図るべきで

ある。 

 

③ 技術環境整備 

2008 年のＩＰ再送信の全国開始を確実なものとするためには、HDTV 品質によるＩＰ再送信に必

要な受信機等に関する技術規格について、2005 年内に検討の場を設置し、上記実証実験の成

果等も必要に応じて活用しつつ、遅くとも 2006 年内に結論を得て、受信機の製品に着手可能な

環境を整備することが必要である。その際、以下のような点に配意することが望ましい。 

 

第一に、「地上デジタル放送に関して、視聴者に最も支持を受けている特徴の一つである

HDTV 伝送の実現」及び「2008 年の確実な実現に向け、HDTV 対応に必要な通信設備の改修コ

スト・時間の可能な限りの縮減」という二つの要請を両立させる観点から検討を行う必要があること

である。現在、地上デジタル放送の現行方式より高い圧縮率の下で、同等の映像品質を得ること

を可能とする H.264 といった新たな技術方式の実用化が進められているところである。技術上の観

点から双方の特徴を整理すればおおむね以下のとおりとなると考えられるが、こうした特徴と、先

に示した二つの要請を踏まえつつ、検討することが必要である。 

 

図表 26 デジタル放送（HDTV）のＩＰ再送信方式の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二に、視聴者の利便性を確保するとともに、ケーブルテレビなど他の再送信メディアとの均衡

を維持する観点から、他のメディアとの技術の共用の可能性について、関連する技術基準等制度

の見直しの必要性も含めて、検討する必要がある。 

ＩＰは、物理的な伝送媒体に依存せず、ケーブルや衛星等他の放送メディアの伝送方式として

活用することも技術的には可能と考えられる。各放送メディアにおける、H.264 等新たな圧縮方式

の採用動向によっては、放送メディア間で共通に使用される技術の範囲が今後更に拡大する可

能性も否定できない。そして、異なる放送メディアの受信機について、物理層に係る部分の共通

化が可能であれば、放送受信機全体のコスト低下につながるとともに、視聴者においては、放送メ
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ディアごとに異なる受信機を購入する負担がなくなるため、放送メディア全体の普及が加速される

可能性も高まり得る。仮に、一つの受信機によって、複数の放送メディアの選択が可能となれば、

コンテンツやサービス面において、一層の競争が促進されることも期待される。 

 

(5) 放送事業者等に対する期待 

既に指摘したとおり、2011 年に向け、伝送路に関する選択肢を拡大することが重要であるが、

現行制度の枠組みでは、いずれの手段を選択するかの判断は、一義的には、放送サービスの提

供主体である地上放送事業者が行うこととなっている。 

しかしながら、再三指摘したとおり、いかなる手段にせよ、視聴者の受信環境の整備なくして

2011 年アナログ停波は困難である。地上放送事業者としても、以上の状況を認識した上で、上述

した政府による環境整備と並行して、上記の目標期限までに地上デジタル放送の再送信を実現

する方向で、平成 17 年度予算で措置された実証実験等も活用した技術面・運用の条件の具体化

と検証を含め、早急に関係者との検討に着手することが望まれる。 

 

 

３ 地方公共団体の既存の通信インフラの活用 
 
(1) 基本的考え方 

 
ア 「ＩＰインフラ」については、主に、利用者まで直接放送を伝送する観点から検討を行った。「伝

送路の融合」の成果は、こうした部分のみならず、放送局間の中継伝送においても活用を検討

することが必要である。 

特に、地方公共団体においては、光ファイバ網をはじめとする通信インフラの整備が急速に進

展している状況にあり、第 1 次中間答申においても指摘したとおり、こうした既存資産である通信

インフラの活用を図ることは、地上デジタル放送のインフラ整備を進める上で、有効な手段の一

つとして期待される。 

 

イ 地方公共団体による通信インフラの整備については、「ｅ-Japan 重点計画 2003」（2003 年 8 月

8 日）においては、「2005 年までに、原則としてすべての行政機関、地方公共団体、医療機関、

学校、図書館、公民館等公共施設が、双方向高速ネットワーク（原則的に光ファイバ）でインター

ネットに接続し、これら業務・活動において高度に IT を利活用する。」とされている。 

こうした目的の下に、地方公共団体における積極的な取組が進められ、2004 年 4 月現在、都

道府県が行政・公共サービスを提供するブロードバンドの公共ネットワークである「情報ハイウェ

イ」の整備状況は、38 道府県（80.9％）が整備済みとなっているほか、市町村が複数の公共施設

等を 1.5Mbps 以上の高速・超高速で接続したブロードバンド・ネットワークである「地域公共ネット

ワーク」については、平成16年7月現在で、2008団体（63.4％）となっており、都道府県を含む地

方公共団体におけるネットワーク整備は、急速に進展している状況にある。 

こうした中には、すべての市町村の小中学校まで光ファイバ網が整備されているなど、県内全

市町村に光ファイバが整備されている例も見られるところである（高知県など）。 

 

ウ こうした既設の光ファイバによる放送の中継伝送路としての活用を図る具体的取組も見られる。 

例えば、岐阜県においては、本年 2 月から 3 月にかけて、岐阜情報スーパーハイウェイを放送波

の中継に使用し、地上デジタル放送が受信できない山間地に放送番組を伝送し、ケーブルテレ
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ビ網、共聴施設などを活用することにより番組視聴・双方向サービスを可能とする実証実験を行

っている。 

具体的には、具体的には、①同一周波数パススルー方式（ケーブルテレビから再送信）及び

②ミッドバンド帯への周波数変換パススルー方式（共同受信施設から再送信）、の２種類の長距

離伝送方式による再送信の技術的な検証を行ったものである。 

図表 27 岐阜県での実証実験のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) 政府が取り組むべき方策 

以上のような状況にあって、既存の通信インフラの活用を推進するためには、政府として、次

の事項について取り組む必要がある。 

 

ア 通信インフラの実態把握 

第 1 次中間答申でも指摘したところであるが、引き続き、地理的状況や伝送容量など、各地

方公共団体が利用又は整備している通信インフラの敷設状況について情報を収集することが

必要である。 

現在、全国地上デジタル放送推進協議会において、アナログ放送と同等のエリアをカバーす

るための置局の在り方について技術的検討を行っているところであるが、既存の通信インフラの

状況が明らかになることで、これを活用した置局の効率化に向けて具体的な検討が可能となる

ものと考えられる。 

 

イ 中継回線等としての通信インフラ利用手法の確立 

通信インフラの具体的活用方策としては、既存の通信インフラによる中継伝送と、小規模な

中継局による無線通信や、加入者までの有線通信を組み合わせた伝送方式が有効ではない

かと考えられる。 

そこで、平成 17 年度予算の「パイロット事業」を活用しつつ、ヘッドエンド部分にて放送波を

受信した後、ＲＦ信号又は復調 MPEG-TS を光ファイバ等を介して伝送し、ギャップフィラーを用

いた無線による再送信や、加入者までの有線回線を活用した再送信を可能とする試験的なシ

ステムを構築した上、放送事業者を交えた検証を進め、平成１７年度内において基本的な方式

を確立することが必要と考えられる。 

地上波再送信のための伝送方式として確立する上では、例えば、以下のような点を検証する

必要があると考えられる。 

岐阜市

瀬戸タワー

放送波伝送

岐阜情報
スーパーハイウエイ

地上デジタル放送

共同受信施設

CATV網

下呂市

岐阜市

瀬戸タワー

放送波伝送

岐阜情報
スーパーハイウエイ

地上デジタル放送

共同受信施設

CATV網

下呂市
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①  光端末から発射された電波を受信し、同一チャンネルのまま増幅して再放出する場合の       

回り込み発振防止等の検討 

②  回り込み回避のため、受信チャンネルを別チャンネルに変換して再放射する場合の周波

数変換のコスト低廉化のため、光系で伝送するＲＦ信号の連続チャンネルの配置の検討 

③ 多重伝送に係る次の二つの方式について、それぞれの品質やコスト等の検証と各方式間

の比較 

i)  放送波を RF のまま伝送することが可能であり、有線・無線の異なる伝送媒体を用いて

再送信を行う場合に一定の効率化が期待される「WDM」 

ii)  物理的な通信回線を効率的に利用するための方式であり、公衆通信網において導入

が進んでいる「ＩＰ」    

 

図表 28 地方公共団体の既存の通信インフラ利用（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

ウ こうした伝送方式を実際に導入するに当たっては、前記実証実験の実施と並行して次のよう

な制度面等に関する課題についても早急に整理することが必要である。 

 

① 当該伝送方式を用いてインフラの整備主体にかかわるもの 

   こうした方式は条件不利地域において多く適用されることが想定されることから、放送事業

者以外の者が主体となり得る小規模中継局の整備主体について選択肢を可能としておく必

要があり、現行の受信対策中継放送や電気通信役務利用放送の適用の在り方について、

明確化を図ることが望ましい。 

② 小規模中継局の規格にかかわるもの 

    現行制度でも、電波伝搬の特性上閉鎖的であり、かつ、狭小な区域を対象とするものに

ついては、通常の中継局とは異なる技術基準が適用されている。こうした制度も踏まえつ

つ、条件不利地域において上記伝送方式を採る場合の技術基準の在り方について、考え

方を明確化しておくことが必要である。 
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親局／中継局

簡易デジタル波局
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光波長多重
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自治体等の保有する光ケーブル網で当該地域
の公共施設まで伝送。
当該公共施設に設置する簡易電波発射装置
（ギャップフィラー）から送信。
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放送局

デジタル放送波

光波長多重
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親局／中継局

簡易デジタル波局
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既存共聴
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アナログ放送エリア

放送局

デジタル放送波

光波長多重
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アナログ電波
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当該公共施設に設置する簡易電波発射装置
（ギャップフィラー）から送信。
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（参考） 

○ 受信障害対策中継放送 

テレビジョン放送の受信障害対策を推進するため、放送事業者以外の者の対策者が中継局

を設置することが可能。 

受信障害対策中継放送を行う放送局の免許を受けた者は、元の放送事業者の放送番組

を、変更を加えないでそのまま再送信するのみであり（電波法第 2 条の 5）、放送番組の編集等

関与するものではなく、放送法上の「放送事業者」から除外されており（放送法第２条第 3 号の

2）、同法の規定により課せられている番組基準、番組審議機関の規定も適用されない。 

  

○ 極微小電力でテレビジョン放送を行う放送局の設備の条件 

電波伝搬の特性上閉鎖的であり、かつ、狭小な区域を対象として、放送事業者のテレビジョ

ン放送を受信し、そのすべての放送番組を同時に再送信する送信設備で、空中線電力が 0.1

ワット以下のものについては、無線設備規則第 14 条第 2 項の規定により、同条第１項の規定を

適用することが困難又は不合理であるテレビジョン放送を行う放送局の送信設備とされている。

 
 

エ 前項に指摘したとおり、既に地方公共団体において、地上デジタル放送の中継伝送に既存

の通信インフラを活用する実験など、先進的な取り組み事例が見られるところである。このよう

に、既存の通信インフラ利用について、先行的かつ積極的に取り組む地方公共団体に対し

ては、「伝送路の融合」と、この成果を活用した地上デジタル放送の普及を推進する観点か

ら、上記の実施実験や制度環境整備とあわせ、国としても積極的に支援すべきである。 

   

 
 
４ 衛星による伝送 ～地上デジタル放送の「伝送路」としての衛星の利用 
 

衛星を利用した放送は、広範な地域を一波でカバーすることが可能であり、一定の受信環境を

備えた視聴者に対して、同一かつ大容量の情報を同時に送信し得ることが特徴である。 

2011 年の地上デジタル放送の全面移行に当たっては、技術的に可能なあらゆる手段を検討す

ることが、当審議会における検討に際しての基本的な姿勢であることは既に指摘したとおりであり、

以下、多数の中継局整備を積み重ねてネットワークを形成していく地上デジタル放送との比較に

おいて、短期間で効率的なネットワーク整備を実現する観点から、地上デジタル放送の伝送手段

としての衛星の活用可能性を検討する。 

その際、検討すべき課題については、以下のように整理できると考えられる。 

 

i) ハイビジョン伝送を想定した場合のコスト 

  現在、衛星放送において、ハイビジョン１番組は約 24Mbps（1/2 トランスポンダ）の伝送容量

で行っており、コストとしては、年間で衛星回線使用料（約 2.5 億円：1/2 トランスポンダ使用）

のほか、地球局の運用経費（約 1 億円／年）、地球局までの番組伝送の回線費用などが毎

年発生する。 

   仮に衛星を代替手段として位置付けた場合、毎年発生するこうしたコストについて、いずれ

かの主体が負担することが必要となるが、その具体的な主体や負担の在り方について、検討

することが必要である。 
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ii) 地域性の確保の在り方 

衛星を利用する場合、技術的には全国カバーが可能であり、仮にビームを絞ることが可能

であるとしても、県域局における放送対象地域を超えて、他の地域にまで送信される可能性

が生じる。地上放送の現行制度においては、放送対象地域ごとの免許となっており、現行制

度との整合性をどのように整理するかについて、検討が必要である。 

iii) 降雨、積雪等の気象条件による影響 

   衛星は 12GHz 帯という高い周波数帯を使用することから、地上波に比べ降雨減衰による

放送の切断といった障害が起こる可能性が高い。また、屋根や屋上設置したパラボラアンテ

ナへの積雪による受信障害が発生した際、その復旧作業も必要となる。気象条件に伴う、衛

星特有の課題について、その解決の在り方について検討することが必要である。 

iv) 衛星を活用した場合の放送サービスの範囲 

   例えば、地上デジタル放送の特徴の一つである「携帯端末向け」サービスについては、来

年 3～４月を目途に放送開始が予定され、これに向けて受信機の開発も進められている。し

かしながら、現時点においては衛星からの放送波に対応した受信機は想定されておらず、衛

星のみによって地上デジタル放送が送信される場合、現時点では、「携帯端末向け」サービ

スが実現される可能性は低い。 

   このように、地上デジタル放送とのサービスの同一性の確保が困難である点について、ど

のように整理すべきかについて検討する必要がある。 

  v) 非常時のバックアップ体制の在り方 

地上波放送における非常時のバックアップ体制については、アナログ放送において、親局

レベルでは予備の送信機が整備されており、非常時には切り替えることで対応が可能となっ

ている。 

一方、衛星により地上波再送信を行う場合、衛星が宇宙空間にあるため、不具合が生じた

際、直ちに復旧することは困難であることから、他の中継器への切り替え、又は他の衛星が

利用できるようバックアップ体制が整備されていない場合には、地上波放送の受信ができな

いという事態が生じ得る。地上波放送との間で、バックアップ体制に相違が生ずる場合には、

その点をどのように整理するか、検討する必要がある。 

vi) 視聴者負担の在り方 

地上波放送の視聴には、基本的にはアンテナと受信機のみで足り、それ以上の費用負担

を必要としない場合がほとんどである。これに対し、衛星放送は有料放送が基本であり、その

視聴には、地上波放送とは異なる機器の追加が必要となる。これらの追加負担を措置する主

体をはじめ、具体的な方法や、視聴者の観点から許容される範囲等について、具体的な検

討が必要である。 

 

 

(1) 基本的な考え方 

 以上の課題については、①技術的には解決可能であり、それを早急に実証すべきもの、及

び、②地上波と衛星との相違を明確化した上で視聴者の判断に委ねるべきもの、の二点に整

理できると考えられる。具体的には次のとおりである。 
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 ア 技術的な解決可能性について実証が必要なもの 

   衛星を利用した、地上波ハイビジョンと同等の放送の実現、及び地上波の地域免許制度と

の整合性の確保については、技術的手段によって解決し得る可能性が高いと考えられる。

具体的には以下のとおりである。 

 

① 現行ＢＳデジタル放送の場合、１トランスポンダで HDTV2 チャンネルの番組伝送が実態

であるが、昨今、圧縮率が高く、少ない帯域で HDTV 映像の配信を可能とするＨ．２６４方

式が、欧州の HDTV 放送の標準方式として採用されたところである。現在、HDTV 対応の

エンコーダ、デコーダの開発が進められており、本年末から来年にかけサービスが開始さ

れる状況となっている。 

また、トランスポンダの使用効率の向上を可能とする新しい放送用デジタル方式として、

DVB-S2 方式が規格化されており、これらの方式を組み合わせることで、1 トランスポンダで

HDTV 4 番組まで伝送することが技術的には可能であり、映像等の品質が同等であると判

断される場合には、１番組当たりに要する伝送コストが大幅に軽減されるものと考えられる。 

② また、地域免許との整合性を図るための地域性の確保については、既に限定受信方式

が導入され、運用されていることを勘案すれば、特定の地域ごとに視聴可能な放送番組を

変更することは、改修等の必要があるとしても現行システムでの対応が可能であると考えら

れる。 

 

イ 視聴者の判断に委ねるべきもの 

    天候状況による受信状態の悪化、積雪地帯における視聴者への作業負担や携帯受信

の有無など提供されるサービスの範囲、バックアップを持たない状態で使用している衛星

が故障した際のリスクといった、地上放送との相違が現れることが現時点で明確な場合に

は、それらを整理し、視聴者に情報提供をした上で、地上波放送の伝送手段として衛星を

利用することが許容可能な範囲か否かについて、視聴者の判断に委ねる必要がある。 

 

(2) 当面の対応 

以上を踏まえ、政府としては、「技術的検証」及び「視聴者に対する情報提供」という二つの

目的の下に、放送事業者等関係者の参加を得て、本年 8 月を目処に早急に実証実験を開始

し、2005 年度内を目処に結論を得るとともに、当該結論については広く視聴者に周知すること

が必要である。 

並行して、遅くとも 2007 年中を目処に衛星による地上波再送信の伝送を開始することを目標

として、以下のような事項の検討に着手し、年内に結論を得ることが必要である。 

ア 新たな圧縮、伝送方式の規格化など、技術的条件の整理及び国の技術基準の明確化 

イ 地上デジタル放送の進捗状況等を踏まえた上での、再送信の対象とすべき地域や開始

時期 
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Ⅲ コンテンツの融合 

１ 基本的な考え方 

(1) コンテンツの融合 

通信、放送双方のデジタル化の進展により、インターネット及び放送の分野で各々蓄積されて

きたデジタル・コンテンツを、メディアの相違を意識せずに享受することができる、いわゆる「コンテ

ンツの融合」が加速されると考えられる。 

 

(2) 放送のデジタル化における意義 

 

① 放送コンテンツの充実・多様化 

放送分野から見れば、著作権者等の許諾があれば、通信分野で蓄積されたデジタル・コンテ

ンツを放送に利用することは自由かつ容易であり、今後、デジタル放送コンテンツの充実と多様

化の一層の加速が期待されるところである。 

 

② 新たな人材・ノウハウの活用 

  デジタル放送においては、データ放送や「携帯端末向け」サービスなど、アナログ時には提

供されない新たな放送サービスが可能となるが、こうした分野のコンテンツ制作には、従来の

放送分野にない人材やノウハウが必要となる。 

例えば、従来のアナログ放送におけるコンテンツは、通常のテレビ番組で使用される「映像

と音声」のみであったのに対し、テレビ番組連動型のデータ放送では「映像と音声とデータ」

「データを扱うプログラム」等がコンテンツとなって、その制作と動作検証には、従来の放送番

組制作の範疇には納まらないノウハウ・人材が必要とされる。また、「携帯端末向け」サービス

は、従来の固定受信機に比べ、極めて小型の画面に送信されるものであって、想定される視

聴時間や視聴形態も大きく異なるため、従来の放送番組制作にかかわる人材やノウハウのみ

で十分な対応が可能か否か、必ずしも明確とは言えない。 

   以上を踏まえると、デジタル放送ならではの特徴を生かした新たなコンテンツ制作に取り組

むためにも、「コンテンツ融合」の成果を活用し、通信等異なる分野でコンテンツ制作に携わ

る人材や、ノウハウの導入を積極的に推進していくことが望まれる。 

２ 政府による環境整備 

上記１に示した状況の中で、地上デジタル放送ならではのメリットを生かしつつ、地上デジタル

放送の普及を加速するためには、コンテンツの融合のメリットを最大限に活用することにより、地上

波によって提供される個々のコンテンツの魅力を高めることはもちろん、その多様化を図っていくこ

とが不可欠である。 

現行制度の下では、地上波のコンテンツは、放送事業者が主体となって、その責任において制

作することが原則である。こうした枠組みを前提として、政府としては、放送事業者自ら、その創

意・工夫を最大限に発揮し得る環境の整備を図ることはもちろん、通信分野をはじめ異なる分野の

豊富なコンテンツ制作者が、放送事業者に対してより高品質のコンテンツを供給するインセンティ

ブを付与するなど、放送事業者に対するコンテンツ供給市場を活性化させるための措置を検討・

実施していくことが必要である。具体的には以下のとおりである。 
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(1) 「サイマル放送」の在り方の検討 

現行の地上デジタルテレビジョン放送の免許方針においては、放送事業者には、自ら行うアナ

ログテレビジョン放送（補完放送を除く。）と同一の放送番組を、１日の放送時間中、3 分の 2 以上

の時間を確保して、サイマル放送を実施することとされている。すなわち、デジタル放送コンテンツ

の 3 分の 2 以上は、アナログ放送のコンテンツと同一のものとすることが求められている。 

当審議会としては、デジタル放送のコンテンツ制作に際し、放送事業者がその創意・工夫を最

大限に発揮することを可能とする観点から、現在のサイマル放送の在り方について早急に検討

し、本年末を目処に結論を得るべきと考える。理由はおおむね以下のとおりである。 

 

第一に、いわゆる「ピュア・ハイビジョン」比率の上昇に見られるとおり、民間放送事業者におい

て、放送開始後約 2 年を経て、デジタル放送コンテンツの制作に関し、設備・人材・ノウハウ等各

方面において相当の蓄積が進みつつあると想定されることである。 

図表 29 ピュアハイビジョン比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二に、上記の状況の中で、デジタルならではの特徴を生かしたコンテンツ制作に関する事業

者のインセンティブを高め、デジタル・コンテンツの充実・多様化を促進するためには、デジタル放

送コンテンツについて、性格の異なるアナログ放送と同一のものを制作することを求める範囲につ

いて、検討が必要と考えられることである。 

第三に、サイマル放送の在り方は、HD1 チャンネル又は最大 3 チャンネルという現在の枠組み

におけるコンテンツの提供方法や、1 セグメントの携帯向け放送でサイマル放送する範囲等、放送

事業者の選択に大きく影響を与える要因の一つであり、放送事業者の更なる創造性の発揮と、相

互競争によるより優れたコンテンツの提供を促進する観点から、検討することが必要と考えられるこ

とである。 

なお、1 セグメントを「携帯端末向け」サービスに用いる場合については、現行の制度上、テレビ

ジョン放送の内容と関連する内容を同時に放送する「補完放送」と位置付けられている。つまり、最

大１２セグメントを利用したテレビジョン放送のサイマル放送、という位置付けとなっている。この点

についても、上記と同様の観点から検討することが必要と考えられるが、その際には、「携帯性」を

特徴とするメディアであるラジオのデジタル化の動向に十分配意することが不可欠である。 
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(2)  新たな人材・ノウハウの活用 

「コンテンツの融合」と、これに伴う「通信、放送における人材・ノウハウの共有」を加速する観点

からは、上記(1)のような、放送事業者がその創意・工夫を最大限に発揮することを可能とする環境

整備とあわせて、デジタル放送のコンテンツ制作に、より多様な人材やノウハウの導入が促進され

ることが不可欠である。 

このための具体策については、①放送事業者における外部制作者の活用の現状、②放送事業

者のコンテンツ制作に係る諸外国の政策、等を踏まえつつ、本年内を目処に検討し、結論を得る

べきである。 

当審議会における検討においても、デジタル放送ならではのコンテンツ制作については、「従

来にない発想や人材が必要」という趣旨の指摘に加え、以下のとおり、様々な観点から意見が提

出されているところである。 

① デジタル化によって様々な新たなサービスが可能となる中で、意欲ある地方公共団体によっ

て、公的分野における様々なコンテンツの可能性が模索されているが、国民視聴者がそのメリ

ット・価値を実感するためには、公的分野に限らず、民間の商用ベースも含めた多彩なコンテン

ツが提供されることが必要不可欠。しかしながら、データ放送等に関する実証実験や、その後

の放送事業者の取組の現状から見て、放送事業者のみでそのすべてを担うことには限界がき

ているのではないか。 

② 現在の放送番組制作においても、放送事業者以外の制作者の参画・活用が積極的に推進

されており、携帯受信等デジタル放送によって新たに可能となるサービスにおいては、更に新

たな人材・ノウハウの必要性が高まることは、既に放送事業者の共通認識となりつつある。した

がって、放送番組制作における人材・ノウハウの多様化は、市場における自然の流れとして、

更に加速されていくのではないか。 

③ 現在の放送番組制作における、放送事業者以外の制作者の参画・活用の在り方について

は、新規コンテンツ制作者の番組制作への参画方法の一層の明確化によって、新規プレーヤ

ーの参加が促進され、放送事業者へのコンテンツ供給市場が更に活性化するのではないか。 

放送番組制作における、より多様な人材やノウハウの導入を促進するための具体策につい

ては、以上のような指摘も踏まえつつ、多角的な視点から検討することが必要と考えられる。 

３ 放送事業者等に対する期待 

 1の意見にも見られるとおり、既に放送事業者においても、「コンテンツの融合」と、それに伴う「人

材・ノウハウの共用」が積極的に進められている。例えば、携帯電話向け有料サイトの企画・開発

等に取り組んでいる企業や、ブロードバンド・インターネット上にコンテンツ配信を行う企業など、通

信分野におけるコンテンツの企画・開発に携わる企業と放送事業者の間で、資本関係等を通じた

連携強化の動きが見られるところである。 
 

（参考）  

インデックスは、在京民放キー局等 7 社を引受先とする第三者割当増資を行うことを決定し

た。フジテレビ、ＴＢＳ、日本テレビ、テレビ朝日とは、モバイル公式有料サイトの企画・開発・運

営や、共同出資会社テモを通じた番組連動企画の強化によるリアルタイム視聴の促進と、モバ

イル公式有料サイト会員数の拡大を図る。また、来春開始予定の地上デジタル放送の「携帯端

末向け」サービス等、放送とモバイルメディアが結合する領域へも積極的に取り組む予定。 

                       （2005 年 5 月 30 日報道資料より作成） 
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日本テレビは、ソニーグループのインターネット情報配信会社エー・アイ・アイの第三者引当

増資を引き受けて出資を行い、戦略的な業務連携を行っていくことを発表した。 

日本テレビの持つ視聴者に支持されるコンテンツ企画･制作力と、ＡＩＩの持つブロードバン

ド・コンテンツの安定した配信基盤とコンテンツ保護、課金システム等による強力な動画配信プ

ラットフォーム機能の連携により、ブロードバンド・コンテンツ市場の拡充・発展を目指す。また、

両社は共同して映像コンテンツに係る公正な権利処理ルール及びシステムの確立も進めてい

く予定。                              （2005 年 4 月 1 日報道資料より作成）

 

 

そして、総務省が実施した浸透度調査によれば、「携帯端末向け放送」に対する視聴者の動向

としては、「便利になる」等の期待が約4割ある一方で、利用意向については「サービス内容を見な

くては何とも言えない」とする回答が多くなっている。まさに今後は、コンテンツやサービス充実に

向けた放送事業者の取組が、こうしたデジタルならではの放送サービス普及の鍵となるといえる。 

 

 

図表 30  浸透度調査結果（携帯端末による地上デジタル放送視聴について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、一方で、公共分野において、「携帯端末向け」サービスやサーバー型放送など、

デジタル放送ならではのサービスの先行導入を検討している地方公共団体等から、こうしたサー

ビスに対応するコンテンツ等の企画・制作に向けた、ローカル局を含めた放送事業者の取組の温

度差を危惧する趣旨の意見があることは、既に指摘したとおりである。 

放送事業者としては、国民視聴者が地上デジタル放送のメリット・価値を実感し、地上デジタル

放送が本格的に普及するためには、デジタルならではの新たな機能を最大限に生かした、民間の

優れたコンテンツが放送事業者に集まる仕組みを構築していくことが必要不可欠であることを認識

した上、「コンテンツの融合」と「人材・ノウハウの共用」を更に積極的に加速・推進していくことが望

まれる。 
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